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１ 総 括 
 

１-１ 沿 革 

年 月 日  記     事  

平成 

 ５～ 

 ８ 

 ９ 

１０～１１ 

１１～１２ 

１３． ４． １ 

    ８． ９ 

    ８．１０ 

１４． ４ 

    ４．２６ 

    ５． １ 

    ５． １ 

    ７．１０ 

１５． ３．１０ 

    ４． １ 

   １１．１４ 

１６． ２．１２ 

    ４  

 

    ７ 

   １１．２７ 

１７． ８．２２～２３ 

１８． ２．１６ 

１９． ２．１３ 

１９． ６． 

 

   １１． ６ 

２０． ６． ２～４ 

 

１２．１７ 

１２．１８ 

２１．１２．１０ 

２２． ３．１７～１９ 

 

木材関係試験研究調査開始 

木材試験研究に関する基本構想策定 

木材試験研究体制整備基本計画策定 

基本設計・実施設計 

建設工事 

木材利用技術センター開所 初代所長大熊幹章就任 

開所式 

スギシンポジウム 2001を都城市で開催 

乾燥材生産指導員配置 

ウッディランド開所式 

客員研究員制度導入 

研修生制度導入 

皇太子同妃両殿下ご視察 

スギシンポジウム 2003を宮崎市で開催 

２代目所長有馬孝禮就任 

木質資源に係る国際懇話会開催 

スギシンポジウム 2004を宮崎市で開催 

都市エリア産学官連携促進事業が採択（当センターがコア研究室、有馬

所長が研究総括に就任） 

第 10回木質構造国際会議（WCTE）の本県開催が決定 

木の建築フォーラム／都城・スギシンポジウム 2004を都城市で開催 

日本木材学会九州支部大会をセンターで開催 

スギシンポジウム 2006を宮崎市で開催 

スギシンポジウム 2007を宮崎市で開催 

先端技術を活用した農林水産研究高度化事業が採択（当センターが中核

機関、有馬所長が研究総括に就任） 

スギシンポジウム 2007を宮崎市で九州木材業振興対策協議会と共催 

第 10回木質構造国際会議（WCTE）が宮崎市で開催され、事務局を担

う 

日中韓３カ国セミナ－をセンターで開催 

スギシンポジウム 2008を宮崎市で開催 

スギシンポジウム 2009を宮崎市で日本木材学会九州支部と共催 

第 60回日本木材学会大会が宮崎市で開催され、事務局を担う 
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１-１ 沿 革（つづき） 
 

年 月 日  記     事  

２２． ５ 

   

   １０．２９ 

２３． ４． １ 

   １０．１８ 

   １０．２０ 

   １１．１０ 

 

 

２４．１１．２８ 

２５． ４． １ 

２５．１１． １ 

 

２６． １．１４ 

２７． ２． ７ 

新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業が採択（センター

が中核機関、飯村副所長（技術）が研究総括に就任） 

スギシンポジウム 2010を都城市で開催 

３代目所長飯村豊就任 

宮崎大学工学部と「連携・協力に関する協定」を締結 

京都大学生存圏研究所と「連携・協力に関する協定」を締結 

センター開所 10周年記念行事開催 

センター開所 10周年記念スギシンポジウム 2011を都城市で、日本

木材学会九州支部と共催開催 

スギシンポジウム 2012を宮崎市で開催 

木構造相談室を新設  

宮崎大学農学部森林緑地環境科学科及び宮崎県林業技術センターと

「連携・協力に関する協定」を締結 

スギフォーラム 2014 in 福岡を開催  

「都市の森林」フォーラムを川崎市で開催  
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１－２ 業務の概要 

 

  当センターは、スギを中心とする県産材の効率的活用、需要拡大を図るため、木材関連産業の技術の

向上及び新製品の開発支援、新構法の開発等に取り組んでいます。 

 組織は 1 課 3 部体制で、企画管理課は、予算の編成・執行、給与、旅費、庁舎管理等のほか、試験研

究の企画・連絡調整、各技術相談の窓口業務。材料開発部は、木質バイオマスの有効活用、木材の化学

的利用、木材の耐久性に関する試験研究及び指導。木材加工部は、木材加工技術の高度化、地域材を用

いた新製品の開発、木材製品の性能評価。構法開発部は、スギ材の特徴を活かした建築システムの構築、

木造建築物の耐震性、耐久性の解明、木造建築物の構法開発。などに取り組んでいます。 

また、平成 25 年度からセンター内に木造公共建築物の木造化や内装木質化を促進するための木構造

相談室を設置し、今年度は 232 件について指導・助言等を行いました。 

 

 平成 26年度の主な取組として、材料開発部は、スギ材の耐久性評価試験や半炭化物の利用法の開発、

スギ精油の効率的回収法の開発などの研究を行いました。 

スギ材の耐久性評価試験は、目視によるスギ材の腐朽度判定等を行い、高温乾燥材の腐朽は生材との

違いが見られないことが分かりました。 

半炭化物の利用法の開発は、木材の総合的利用を目指し、実用化を念頭に小型炭化炉を使った半炭化

物を作成し，その際の消費エネルギーや半炭化物の熱収量などを明らかにしました。 

スギ精油の効率的回収法の開発は、スギ精油を低コストで収集するために、木材乾燥機の排出蒸気を

空気冷却する簡易な装置を開発し県内の製材工場へ導入しました。 

 

 木材加工部は、スギの特性を活かしたテーパーネジによる製品開発や県内主要地域における丸太の材

質特性の解明、大径材から得られた心去り材の乾燥方法の開発などの研究を行いました。 

スギの特性を活かしたテーパーネジによる製品開発は、家具・ねじ・金物企業等と共同でテーパーね

じを用いたスギテーブルを完成させ、その結果を基にスギと炭素繊維を複合化した 4m テーブルを開発

しました。 

県内主要地域における丸太の材質特性の解明は、今年度は広渡川流域の丸太の特性を調査し、県南地

域丸太のヤング係数が上昇傾向にあることを確認しました。     

大径材から得られた心去り材の乾燥方法の開発及び力学的性能の解明は、重量選別毎に期間を設定し

て天然乾燥と人工乾燥を併用した結果、乾燥効率の上昇に対する重量選別効果が高いことが分かりまし

た。 

 

 構法開発部では、木構造相談室での木造化の技術支援や県産スギのツーバイフォー枠材の開発、ＣＬ

Ｔの接合部の開発などの研究を行いました。 

木構造相談室では、美郷町立北学園の木造校舎建設工事に係る木材調達や現場における木材の品質確

保のための技術支援、小林市新庁舎の建て替え計画の設計に係る技術支援などを行いました。 

県産スギのツーバイフォー枠材の開発は、県産スギを枠材に使った耐力壁パネルでせん断試験を行い、

必要な強度があることを実証しました。 

この結果、県産スギが住宅メーカーのツーバイフォーたて枠材に採用されました。 

ＣＬＴの接合部の開発は、昨年から引き続き、ねじ型接合具の大型ラグスクリューボルト（ＬＳＢ）

を使った研究を行っており、ＣＬＴの接合部の使用を想定して２本を使い各種条件を変えて引き抜き実

験を実施しました。複数のＬＳＢの使用条件ごとの低減係数を提案しました。 

 

 その他、1,412 名の視察・見学者等の案内、174 件の依頼試験、795 件の技術相談（木構造相談も含む）、

大学や民間企業などとの共同研究に取り組むとともに、平成 26年 11 月の川﨑市との連携協定締結を契

機に川﨑市において｢都市の森林｣フォーラム、さらには、宮﨑大学、林業技術センター、九州森林管理

局森林技術センターとの合同研究成果報告会などを開催しました。 
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１－３ 組 織 
 

１－３－１ 事務分掌 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

所 長 

副 所 長

（総括） 

企画管理課 

木材加工部 

構法開発部 

材料開発部 

1 スギ材等の特徴を活かした新しい建築構法の開発 

2 スギ材等の特徴を活かした接合部の開発 

3 スギ材の構造的利用に関する研究 

4 木構造相談に関する助言・指導 

1 スギ等地域材を用いた製品開発 

2 スギ大径材の利用技術開発 

3 スギの強度性能データの収集解析 

4 スギに適した接合具の開発と部材性能の評価 

5 県産材による家具などの開発と性能評価 

1 スギ材の乾燥技術の開発 

2 木質バイオマスの利活用 

3 スギ材乾燥排出液の有効利用 

4 土木資材用スギ材の耐久性向上 

1 庶務一般 

2 センターの総合運営、連絡調整 

3 県有財産及び機械器具の管理 

4 試験研究資料の収集及び整理 

5 広報及び木材利用の技術相談窓口 

6 試験研究の企画、連絡調整 

副 所 長

（技術） 
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１－３－２  職員配置表 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－３－３  職員現況表 
 

区  分 
職  員 非常勤職員 

（その他） 
臨時職員 

日々雇用 

職員 事 務 技 術 計 

所 長       1 1 

3 1 4 

副 所 長      1 １ 2 

企画管理課 1 1 2 

材料開発部  3 3 

木材加工部  4 4 

構法開発部  4 4 

計 2 14 16 3 1 4 

※ 臨時職員と日々雇用職員は、年度を通して最多雇用時の数を記載 

主   事  福島 祥光 

 

 

 

主任研究員  岩崎 新二 

 

主任研究員  須原 弘登 

 

技 師  堂 籠  究 

 

 

特別研究員兼副部長   

平郡 雄二 

 

主任研究員  兒玉 了一 

 

主任研究員  森田 秀樹 

 

副 部 長   

 

主任研究員  田 中  洋 

 

主任研究員  中 谷  誠 

企画管理課 

課 長  竹下 忠利 

 

 

材料開発部 

部長(兼)  小田 久人 

 

 

 

 

 

木材加工部 

部 長  荒武 志朗 

 

 

 

 

 

構法開発部 

部 長  齊藤 豊 

所 長 

飯村 豊 

副所長 

（総括）中原 正子 

副所長 

（技術）小田 久人 
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１－４   施 設 
 
  ● 所 在 地 〒885-0037          電話  0986-46-6041 FAX  0986-46-6047 

           都城市花繰町 21 号 2 番     E-mail  mokuzai-center@pref.miyazaki.lg.jp 

                                                   

  ● 土地面積    34,309.81 ㎡   

 

  ●  建物延面積   5,147.98 ㎡  

 

 ● 木材使用量 1,716 m3     内  構造用製材 （スギ・ヒノキ） 628 m3 

構造用集成材（スギ） 725 m3 

 

 

区 分 構  造 主 要 諸 室 面 積 架構の特徴 

管 理 棟  

木 造 平 屋 

エントランス  

展 示 室 

大・小会議室  

所 長 室 

事 務 室 

応 接 室 

倉 庫 

1,426.46㎡ 
スギ構造用集成材ボックス梁を 

用いた大空間の木造架構 

研 究 棟  

研 究 室 

ワーキングルーム 

資 料 室 

724.71㎡ 
スギ構造用集成材立体トラスを 

用いたフレキシブルな空間 

総合実験棟  

材 質 試 験 室 

化 学 試 験 室 

耐候性試験室  

住環境試験室  

主 電 気 室  

725.75㎡ スギ構造用集成材トラス組 

構造実験棟  強 度 試 験 室 482.76㎡ 
スギ構造用集成材と合板による 

折板構造架構 

加工実験棟  

機械加工試験室  

乾 燥 試 験 室 

副 電 気 室  

機 械 室 

913.68㎡ 構造用集成材変形トラス組 

材料実験棟  

製 造 試 験 室 

長期性能試験室  

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ試験室  

777.60㎡ 構造用集成材変形トラス組 

そ の 他  車 庫 97.02㎡  

合 計 5,147.98㎡  
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１－５ 予算 
 

１－５－１ 歳入予算 
 
収入済額は、次のとおりである。                          （単位：円） 

科 目 収 入 額 摘 要 

使用料及び手数料 2,556,475 依頼試験 174 件、設備使用 23件 

公有財産使用料 50,508 電柱敷、電話柱敷、自動販売機 

諸 収 入 2,333,951 
木くず、電気料（研究、自動販売機）、雇用保険料、企

業局外部資金 

合 計 4,940,934   

 

１－５－２ 外部資金等受入 

（単位：円） 

種 類 事 業 名 金 額 摘 要 

宮崎県企業局 
試験研究機関 

連携推進事業 
2,000,000 

木材乾燥及び炭生産時に発生する油脂

・タール類の効果的活用に関する研究 

合 計   2,000,000   

 

１－５－３ 歳出関係 
 

予算執行額は、次のとおりである。                         （単位：円） 

科 目 センター執行分 本課執行分 計 

報 酬 11,267,650           11,267,650 

給 料           67,020,900 67,020,900 

職 員 手 当 等         1,305,000          35,890,818 37,195,818 

共 済 費         2,018,544         19,338,732 21,357,276 

賃 金         4,917,650   4,917,650 

報 償 費           80,000   80,000 

旅 費         4,235,053   4,235,053 

需 用 費         28,347,179   28,347,179 

役 務 費         1,268,816   1,268,816 

委 託 料         18,258,488   18,258,488 

使 用 料 及 び 賃 借 料           446,580   446,580 

工 事 請 負 費    0 

備 品 購 入 費 805,982           805,982 

負担金補助及び交付金             160,518   160,518 

公 課 費             15,600   15,600 

合 計 73,127,060 122,250,450 195,377,510 
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１－６ 各種会議・研究会・講習会への参加 
 

日付 会議名 会場 出席者名 

26.04.02 宮崎式中規模構法打合せ 宮崎市 中谷 誠 

26.04.12 アサノ不燃打合せ 宮崎市 飯村 豊 

26.04.15 北郷区小中一貫校設計協議 美郷町 
齊藤 豊・下温湯盛久

兒玉了一・田中 洋 

26.04.21 

~22 
川崎市長との打合せ 川崎市 飯村 豊 

26.04.22 川崎・宮崎連携打合せ 川崎市 飯村 豊 

26.04.28 

~29 
CLT－LSB接合部委員会 京都市 中谷 誠 

26.04.28 県家具工業会第１回検討委員会 都城市 荒武志朗・兒玉了一 

26.05.02 日向市教育委員会設計協議 日向市 

荒武志朗・齊藤 豊 

平郡雄二・下温湯盛久 

堂籠 究 

26.05.08 

~09 
宮崎式工法委員会 千葉県 中谷 誠 

26.05.09 

~10 
九州の木になる研究会 大川市 

飯村 豊・兒玉了一 

森田秀樹 

26.05.10 炭素繊維補強家具打合せ 大川市 飯村 豊 

26.05.12 川崎市の宮崎視察事前打合せ 宮崎市 飯村 豊 

26.05.13 

~14 
林試協研究担当者会議 熊本市 

小田久人・平郡雄二 

須原弘登・田中 洋 

26.05.16 建築行政連絡会議 宮崎市 下温湯盛久 

26.05.18 木で未来！シンポジウム 宮崎市 田中 洋 

26.05.19 第 4回都城高専・宮崎県連携協議会 都城市 
小田久人・竹下忠利 

堂籠 究 

26.05.20 スギ張弦梁打合せ 都城市 飯村 豊 

26.05.21 山村木材振興課打合せ(炭素繊維) 宮崎市 兒玉了一 

26.05.22 

~23 
九州建築審査会会長会議 宮崎市 下温湯盛久 

26.05.24 スギ非住宅設計打合せ 福岡市 飯村 豊 

26.05.29 

~31 
大径材利用勉強会内容事前打合せ 東京都 飯村 豊 

26.05.30 スギ・炭素繊維複合材今後の進め方打合せ 東京都 飯村 豊 

26.05.31 平成 26年度補助事業打合せ 東京都 飯村 豊 

26.06.06 公共建築物需要開発セミナー 福岡市 齊藤 豊 

26.06.10 

~13 
フォークリフト運転技能講習会 宮崎市 平郡雄二 

26.06.10 花峯橋関係協議 日南市 
荒武志朗・齊藤 豊 

下温湯盛久・堂籠 究 

26.06.19 

~21 
玉掛け技能講習会 宮崎市 平郡雄二 
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１－６ 各種会議・研究会・講習会への参加（つづき） 

 

日付 会議名 会場 出席者名 

26.06.19 

~20 
ねじ開発打合せ 大阪市 森田秀樹 

26.06.20 

~22 
Korea Wood Show 韓国 田中 洋 

26.06.21 平成 26年度林野庁補助事業打合せ 東京都 飯村 豊 

26.06.23 宮崎大学との試験研究連携協議会 宮崎市 小田久人・竹下忠利 

26.06.23 試験研究等連絡会議事前打合せ 宮崎市 竹下忠利 

26.06.26 林技セ試験研究等連絡調整会議幹事会 宮崎市 田中 洋 

26.06.26 木技セ試験研究等連絡調整会議幹事会 宮崎市 

小田久人・竹下忠利 

荒武志朗・齊藤 豊 

福島祥光 

26.07.02 

~03 
九州林試協場所長会議 熊本市 小田久人 

26.07.03 えびの小中学校設計協議 えびの市 下温湯盛久 

26.07.04 都城市建築課木材振興協議 都城市 下温湯盛久 

26.07.07 県立試験研究機関企画担当者会議 宮崎市 竹下忠利 

26.07.07 

~08 
スギ・炭素繊維複合材開発打合せ 東京都 飯村 豊・森田秀樹 

26.07.10 森林・林業・木材産業講演会 宮崎市 田中 洋 

26.07.15 バイオマス研究会 宮崎市 
小田久人・須原弘登 

堂籠 究 

26.07.15 小林市役所設計協議 小林市 下温湯盛久 

26.07.15 県家具工業会第 2回開発委員会 都城市 荒武志朗・兒玉了一 

26.07.17 都城木材との県木連事業打合せ 都城市 
小田久人・荒武志朗 

平郡雄二・兒玉了一 

26.07.19 宮崎県技術研鑽セミナー講演 宮崎市 荒武志朗 

26.07.22 CLT等新たな製品・技術開発協議 宮崎市 齊藤 豊・下温湯盛久 

26.07.23 宮崎スギプロモーションビデオ制作打合せ 宮崎市 竹下忠利 

26.07.24 ウエキ産業（株）との打合せ 大川市 兒玉了一・森田秀樹 

26.07.25 新エネルギー導入促進協議会 宮崎市 小田久人 

26.07.28 

~29 

林野庁公募事業に関連しスギ・炭素繊維複合材及び

ユニット開発打合せ 
東京都 飯村 豊・森田秀樹 

26.07.31 「チームみやざきスギ」推進本部会議 宮崎市 小田久人 

26.07.31 

~08.01 
宮崎式工法委員会 東京都 中谷 誠 

26.08.01 環境森林部試験研究等連絡調整会議 宮崎市 

小田久人・竹下忠利 

荒武志朗・齊藤 豊 

平郡雄二 
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１－６ 各種会議・研究会・講習会への参加（つづき） 

 

日付 会議名 会場 出席者名 

26.08.05 福岡教育大学（大内先生）打合せ 福岡県 兒玉了一 

26.08.05 

~06 
CLT-LSB接合部委員会 京都府 中谷 誠 

26.08.06 都城盆地窒素削減協議会調査部会 宮崎市 小田久人 

26.08.08 

~16 
木質構造国際会議（WCTE2014） カナダ 荒武志朗 

26.08.20 

~21 
スギ・炭素繊維複合材の構造設計法打合せ 徳島市 飯村 豊・森田秀樹 

26.08.20 小林市役所設計協議 宮崎市 下温湯盛久 

26.08.25 大径材法面パネル製作打合せ等 日南市 平郡雄二 

26.08.25 公共施設等地域材利用推進部会 宮崎市 齊藤 豊・下温湯盛久 

26.08.26 九州木になる木研究会 大川市 飯村 豊・森田秀樹 

26.08.26 第 1回花峯橋整備検討委員会 日南市 
小田久人・平郡雄二 

下温湯盛久 

26.09.02 林業研究推進九州ブロック会議 熊本市 小田久人 

26.09.02 延岡市木材推進セミナー（CLT関係） 延岡市 竹下忠利 

26.09.04 宮崎式工法委員会 東京都 中谷 誠 

26.09.07 

~10.08 
森林総合研究所受託研修 

つくば

市 
堂籠 究 

26.09.08 営繕課協議 宮崎市 下温湯盛久 

26.09.11 

~14 
建築学会大会 神戸市 中谷 誠 

26.09.11

~12 
第 21回日本木材学会九州支部大会参加 熊本市 

小田久人・兒玉了一 

田中 洋 

26.09.16 大径材法面パネル製作打合せ 串間市 平郡雄二 

26.09.22 家具材料試験打合せ 宗像市 森田秀樹 

26.09.24 住宅等における新たな製品開発委員会 宮崎市 

小田久人・竹下忠利 

荒武志朗・齊藤 豊 

平郡雄二・兒玉了一 

森田秀樹 

26.09.25 教育研修・総合防災センター設計協議 宮崎市 齊藤 豊・下温湯盛久 

26.09.29 特許打合せ 宮崎市 飯村 豊・森田秀樹 

26.10.01 和光コンクリート研究打合せ 宮崎市 荒武志朗 

26.10.02 

~03 
京大全国共同利用研究 京都府 中谷 誠 
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１－６ 各種会議・研究会・講習会への参加（つづき） 

 

日付 会議名 会場 出席者名 

26.10.03 宮崎交通加速化事業打合せ 宮崎市 小田久人 

26.10.06 混構造推進 WG会議（作業部会） 宮崎市 
飯村 豊・齊藤 豊 

下温湯盛久 

26.10.06 

~07 
木製土木構造物現地調査・セミナー 大阪市 平郡雄二・岩崎新二 

26.10.07 県木連大径材事業打合せ 宮崎市 小田久人 

26.10.09 九州の木になる木研究会 大川市 
小田久人・兒玉了一 

森田秀樹 

26.10.10 家具試験打合せ 宗像市 
小田久人・兒玉了一 

森田秀樹 

26.10.14 

~15 
株式会社スミダ半炭化打合せ 大牟田市 

小田久人・竹下忠利 

須原弘登 

26.10.17 

~18 
宮崎式工法会議 東京都 中谷 誠 

26.10.20 県産材利用推進幹事会 宮崎市 齊藤 豊・下温湯盛久 

26.10.21 北諸県地区木材需要拡大協議会 都城市 竹下忠利・岩崎新二 

26.10.22 

~24 
色材協会発表 名古屋市 岩崎新二 

26.10.23 スギ炭素繊維複合材開発取組法事前打合せ 東京都 飯村 豊・森田秀樹 

26.10.24 学校調度品木質化ワーキング 宮崎市 荒武志朗・兒玉了一 

26.10.27 第 2 回 CLT 意見交換会 都城市 
小田久人・竹下忠利 

荒武志朗・下温湯盛久 

26.10.27 水源地域保全シンポジウム 宮崎市 中原正子・福島祥光 

26.10.28 宮大工学部との連携協議会 宮崎市 飯村 豊・竹下忠利 

26.10.28 MRTとの川崎・宮崎連携協定についての打合せ 宮崎市 竹下忠利 

26.10.28 森林林業フォーラム 宮崎市 田中 洋 

26.10.28 加速化事業打合せ（宮崎交通） 宮崎市 小田久人 

26.10.30 国土開発コンサルタント花峯橋打合せ 都城市 
小田久人・荒武志朗 

平郡雄二 

26.10.30 宮崎式工法会議 東京都 中谷 誠 

26.10.30 

~10.31 
塗装工学分科会 福井県 岩崎新二 

26.11.04 県産材利用推進委員会 宮崎市 齊藤 豊 

26.11.06 大径材強度測定打合せ 宮崎市 平郡雄二 

26.11.07 県立試験研究連絡会議 宮崎市 小田久人・竹下忠利 

26.11.07 林業関試験研究機関合同発表会打合せ 宮崎市 竹下忠利 

26.11.07 小林市役所設計協議 小林市 
荒武志朗・齊藤 豊 

平郡雄二 

26.11.12 

~13 
地域木材産業研究会 東京都 田中 洋 
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１－６ 各種会議・研究会・講習会への参加（つづき） 

 

日付 会議名 会場 出席者名 

26.11.13 試験研究機関副所長等会議 宮崎市 中原正子 

26.11.14 県木連事業リーダー会議 都城市 荒武志朗・森田秀樹 

26.11.14 第２回花峯橋整備検討委員会 日南市 
小田久人・平郡雄二 

下温湯盛久 

26.11.19 大径材測定打合せ 日南市 平郡雄二 

26.11.21 日向商工会議所会議 日向市 下温湯盛久 

26.11.22 木青会大径材事業打合せ 都城市 飯村 豊 

26.11.22 杉コレクション総括ディスカッション・意見交換会 都城市 飯村 豊 

26.12.02 

~03 
建築確認に関する講習会 福岡市 下温湯盛久 

26.12.03 

~04 
京大全国共同利用研究 宇治市 中谷 誠 

26.12.02 木材関係打合せ 宮崎市 平郡雄二 

26.12.10 森林・木材関係機関合同研究発表会 宮崎市 岩崎新二・兒玉了一 

26.12.10 北郷小中学校設計協議 美郷町 下温湯盛久 

26.12.11 

~12 
スギフォーラム等事前打ち合わせ等 

川崎市 

東京都 
竹下忠利 

26.12.11 試験研究機関副所長等会議 宮崎市 小田久人・中原正子 

26.12.11 宮崎式工法会議 都城市 中谷 誠・田中 洋 

26.12.11

~12 
日本 MRS 学術シンポジウム 横浜市 荒武志朗 

26.12.13 張弦梁打合せ 宮崎市 飯村 豊 

26.12.15 中部地区木材需要拡大協議会 宮崎市 田中 洋・下温湯盛久 

26.12.16 CLT-LSB会議 東京都 中谷 誠 

26.12.17 第 51回九州地区治山林道研究発表会 宮崎市 平郡雄二 

26.12.21 

~23 
CLT普及シンポジウム 真庭市 田中 洋 

26.12.24 都城木材精油回収装置打合せ 都城市 小田久人・須原弘登 

27.01.14 県木連事業第 3回部会 都城市 
小田久人・荒武志朗 

平郡雄二・兒玉了一 

27.01.14 第 3回ＣＬＴ意見交換会 都城市 
小田久人・竹下忠利 

荒武志朗・齊藤 豊 

27.01.20 全国林試協場所長会議 東京都 小田久人 

27.01.21 宅地判定士講習会 宮崎市 下温湯盛久 

27.01.21 林業技術シンポジウム 東京都 小田久人 

27.01.22 三菱商事他との意見交換会 都城市 

飯村 豊・小田久人 

竹下忠利・荒武志朗 

兒玉了一・森田秀樹 
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 １－６ 各種会議・研究会・講習会への参加（つづき） 

 

日付 会議名 会場 出席者名 

27.01.28 川崎フォーラム打合せ 宮崎市 飯村 豊 

27.01.28 

~30 
京大生存圏共同利用研究 宇治市 中谷 誠 

27.02.03 日向商工会議所会議 日向市 下温湯盛久 

27.02.03 県木連合同ＷＧ 都城市 

飯村 豊・小田久人 

荒武志朗・齊藤 豊 

平郡雄二・兒玉了一 

森田秀樹 

27.02.04 大丸跡地の混構造による木材利用方法提案 都城市 竹下忠利・斎藤 豊 

27.02.06 大径材シンポジウム打合せ 宮崎市 竹下忠利 

27.02.07 

~08 
「都市の森林」フォーラム 川崎市 

飯村 豊・荒武志朗 

竹下忠利・岩崎新二 

下温湯盛久 

27.02.10 県木連事業 4mテーブル検討会 都城市 
荒武志朗・兒玉了一 

森田秀樹 

27.02.12 青島亜熱帯植物園設計協議 宮崎市 
田中 洋・中谷 誠 

下温湯盛久 

27.02.16

~17 
林野庁支援事業合同報告会 東京都 

飯村 豊・小田久人 

竹下忠利・荒武志朗 

27.02.19 木質ペレット開発事業打合せ 宮崎市 小田久人・須原弘登 

27.02.20 宮崎高通バス木質化協議会 宮崎市 小田久人 

27.02.22 

~24 
DOL-LSF成果発表会 宇治市 中谷 誠・須原弘登 

27.02.23 

~24 
県木連事業用務（研究会） 大川市 

飯村 豊・兒玉了一 

森田秀樹 

27.02.25 県木連事業委員会 宮崎市 

飯村 豊・小田久人 

竹下忠利・荒武志朗 

齊藤 豊・平郡雄二 

兒玉了一・森田秀樹 

田中 洋 

27.02.25 CLT-LSB会議 大阪市 中谷 誠 

27.02.28 内田洋行・岡村製作所オフィス家具打合せ 東京都 飯村 豊 

27.03.06 

~07 
CLT-LSB研究打合せ 宇治市 中谷 誠 

27.03.09 県木連大径材事業打合せ 宮崎市 飯村 豊 

27.03.09 小林市役所設計打合せ 小林市 森田秀樹・下温湯盛久 

27.03.16 半炭素化物燃焼試験打合せ 宮崎市 小田久人・須原弘登 

27.03.17

~19 
第 65回日本木材学会大会 東京都 

小田久人・荒武志朗 

平郡雄二・中谷 誠 

堂籠 究 

27.03.17 日向市仮設住宅協議 宮崎市 竹下忠利・下温湯盛久 

27.03.18 産学官連携フォーラム 宮崎市 田中 洋 
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１－６ 各種会議・研究会・講習会への参加（つづき） 
 

日付 会議名 会場 出席者名 

27.03.19 木材需要対策協議会 宮崎市 小田久人 

27.03.25 H27計画県家具工業会との打合せ 都城市 兒玉了一 

27.03.27 

~28 
第３回 CLTフォーラム、耐震博 東京都 中谷 誠 
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１－７ 委員等への就任状況 
 

会 議 等 の 名 称 職  名
 

氏 名
 

木質構造国際会議調整委員会（WCTE-CC） 委   員 荒武志朗 

CLT･住宅における新たな製品･技術の開発促進委員会乾燥

･強度性能ＷＧ  
副リーダー 荒武志朗 

CLT･住宅における新たな製品･技術の開発促進委員会乾燥

･強度性能WG 
副リーダー 森田秀樹 

日本木材加工技術協会九州支部 理   事 小田久人 

日本木材学会九州支部 理   事 小田久人 

都城市建築審査会 副 会 長 下温湯盛久 

CLT･住宅における新たな製品･技術の開発促進委員会乾燥

･強度性能WG 
委   員 平郡雄二 

CLT･住宅における新たな製品･技術の開発促進委員会乾燥

･強度性能WG 
委   員 兒玉了一 

長尺梁用大断面製材「継手開発」 委 員 長 飯村 豊 

公共施設等地域材利用推進部会 部 会 長 齊藤 豊 

公共施設等地域材利用推進部会 委   員 下温湯盛久 

九州の木になる木研究会 会   長 飯村 豊 

九州の木になる木研究会 委   員 兒玉了一 

九州の木になる木研究会 委   員 森田秀樹 

宮崎農商工連携ファンド事業審査委員会 委   員 小田久人 

グリーン公共事業推進部会 委   員 荒武志朗 

「製材を用いた学校の床構法」開発 委 員 長 飯村 豊 

花峯橋整備検討委員会 委   員 小田久人 

九州林試協木材加工部会・バイオマス分科会 会   長 須原弘登 
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１－８ 設 備（主要研究機器） 
 

機  器  名 型  式 メーカー名 設置日 価格（千円） 区 分 

GC-MS JMS-AMSUN200 日本電子 H13 

4/1 

17,325 国 補 

※1 

分光測色計 SQ2000 日本電色 H13 

 4/1 

2,142 国 補 

※１ 

低真空走査型電子顕微鏡 S-3000N 日立製作所 H13 

 4/1 

9,240 国 補 

※１ 

耐候性試験機 SX75-A スガ試験機 H13 

 4/1 

15,225 国 補 

※１ 

超臨界流体抽出装置 SCF-201他 日本分光 H13 

 4/1 

9,975 国 補 

※１ 

木工プレス（高周波加熱 

装置付きホットプレス） 

FTYBL4-150-60SP 山本鉄工所 H13 

 4/1 

22,575 国 補 

※１ 

長期耐力試験装置 

（クリープ試験装置） 

TDS-303他 東京測器研究所 H13 

 4/1 

13,540 国 補 

※１ 

切削試験機 

（ナイフリングフレーカー） 

PZ8型 ウェスターン・トレ

ーディングパルマ

ン 

H13 

 4/1 

12,600 国 補 

※１ 

熱伝導率測定装置 HC-074-200A他 英弘精機 H13 

 4/1 

5,791 国 補 

※１ 

実大圧縮試験機 A-200-B1 前川試験機製作所 H13 

 4/1 

8,348 国 補 

※１ 

実大引張試験機 HZS-100-LB4 前川試験機製作所 H13 

 4/1 

25,725 国 補 

※１ 

実大強度試験機 WU-1000．TK21型 東京衝機製作所 H13 

 4/1 

57,960 国 補 

※１ 

断熱防露試験機 TBR-3 

TBU-2 

ダバイエスペック H13 

 4/1 

23,625 国 補 

※１ 

水密・気密試験装置 BPX-FM-1 スガ試験機 H13 

 4/1 

26,565 国 補 

※１ 

実大構造試験装置 アクチュエータシス

テム他 

鷺宮製作所 H13 

 4/1 

58,485 国 補 

※１ 

可視紫外線分光光度計 U-2010 日立製作所 H13 

 10/31 

1,285 国 補 

※１ 

万能試験機 AG-100KNI型 島津製作所 H13 

 3/26 

16,800 国 補 

※１ 

顕微鏡画像総合計測システム E6TUW-21-1他 ニコン H13 

 3/26 

5,954 国 補 

※１ 

                                                (区分)  県単：県単独事業 

 国補：国庫補助事業 

 ※1 ：林業構造改善事業 
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１－８ 設 備（つづき） 
 

機  器  名 型  式 メーカー名 設置日 価格（千円） 区 分 

デンシトメータ 3CS-PC JLオートメーショ

ン 

H13 

 3/26 

18,375 国 補 

※１ 

高温乾燥装置 SDM-V-150SM 東北通商 H13 

 3/26 

10,815 国 補 

※１ 

データロガー（強度） THS-1100他 東京測器研究所 H13 

 3/26 

12,665 国 補 

※１ 

データロガー TDS-303他 東京測器研究所 H13 

 3/26 

9,307 国 補 

※１ 

万能投影機 MF-1020TH ミツトヨ H13 

 3/26 

2,762 国 補 

※１ 

木材真空・加圧含浸装置 SBK-450AB ヤスジマ H13 

 3/26 

13,440 国 補 

※１ 

軟X線撮影装置 EMBW特型 ソフテック H13 

 3/26 

8,978 国 補 

※１ 

横切り丸のこ盤 KS-T1300TW型 桑原製作所 H13 

 3/26 

1,764 国 補 

※１ 

環境試験室（恒温恒湿室） MTH-140HP サンヨー H13 

 3/26 

9,450 国 補 

※１ 

イサイジング機 SBE ヤスジマ H13 

 3/26 

8,295 国 補 

※１ 

年輪X線解析試料切削装置 SPECTTRUM-シス

テムB 

HBC 

radiomatic 

H14 

 2/28 

7,035 国 補 

※１ 

帯のこ盤（中型） BSA-1100 リョービ H13 

 3/26 

1,050 国 補 

※１ 

ほぞ取り盤 MT-4 平安コーポレーシ

ョン 

H13 

 8/31 

2,720 国 補 

※１ 

ロータリーレース BV-3SA+TY30 田之内鉄工 H13 

 3/26 

44,909 国 補 

※１ 

減圧加圧装置 SBK-500S ヤスジマ H14 

 3/8 

8,295 国 補 

※１ 

マイクロスコープ H-8000 キーエンス社 H13 

 10/31 

7,455 県 単 

ホットプレス TA-125-W 山本鉄工所 H13 

 10/31 

9,954 県 単 

材料吸音率計測装置 4206 B&K H13 

 10/31 

5,287 県 単 

蛍光顕微鏡装置 TCP-SP ライカ社 H13 

 12/10 

13,136 県 単 

                                               (区分)  県単：県単独事業 

 国補：国庫補助事業 

 ※1 ：林業構造改善事業 
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１－８ 設 備（つづき） 
 

機  器  名 型  式 メーカー名 設置日 価格（千円） 区 分 

木材乾燥機 MHB-5MR 九州オリンピア工

業 

H14 

 1/11 

15,488 県 単 

グレーディングマシン MGFE251T 飯田工業 H14 

 3/22 

12,216 県 単 

表面圧密化熱処理装置 TA200-1 

WAR 

山本鉄工所 H14 

 3/22 

26,880 県 単 

水平振動試験装置 VTH-30 南九州向洋 

電気 

H14 

 3/29 

51,975 県 単 

マイクロ波透過型センサ LB-IT 飯田工業 H16 

 3/28 

1,492 県 単 

小型環境試験機 SH-221 エスペック H23 

 6/22 

1,152 県 単 

データロガー（7台） TDS-530-30H 

 

東京測器研究所 H26 

8/27 

1,674 国 補 

※１ 

ガスクロマトグラフ質量分析

計 

7890B／5977A    Agilent H26 

10/28 

12,906 国 補 

※１ 

万能材料試験機 AG-250KNXPlus 島津製作所 H27 

 2/6 

12,096 国 補 

※１ 

                                               (区分)  県単：県単独事業      

                                                        国補：国庫補助事業    

                                                        ※1 ：林業構造改善事業 
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１－９ 工業所有権等 
 
  職員が行った発明・考案で、特許法に基づき出願、登録申請され、又は申請中であるもの及び既に特
許権を取得し、登録を完了したものは、次のとおりである。 
 
 

発 明 の 名 称 
出   願 登   録 

発明者 
番号・日付 経 過 番号･日付 経 過 

1 
湾曲集成材の製造法方（湾曲
集成材の製造方法及びその製
造装置からH16.8.23変更） 

2002-053606 
H14.2.28 

見なし取
り下げ 

 
 
 
 

 
大熊 幹章 
飯村 豊 
藤元 嘉安 

2 

木質深底容器とその製造方法
（6cm） 

2002-170726 
H14.6.11 

消滅 
 

 
 
 
 

 
藤元 嘉安 
稲田 啓次 
[(株)合電] 

木質深底容器とその製造方法
その1（PCTに基づく国際出願
） 

PCT/JP02/084
38 
H14.8.21 

国内移転 
 
 

 
 
 
 

 
藤元 嘉安 
稲田 啓次 
[(株)合電] 

木質深底容器とその製造方法
その1（台湾での出願） 

192083 
H14.8.22 
 

 
 
 
 

H16.3.30 
特許番号 
192083 

放棄 
 
 

藤元 嘉安 
稲田 啓次 
[(株)合電] 

木質深底容器とその製造方法
その1（PCTに基づく国際出願
国内移行） 

2004-511016 
H14.8.21 
 

 
 
 
 

H19.6.22 
特許番号 
第3972213 

 
藤元 嘉安 
稲田 啓次 
[(株)合電] 

3 
木ダボとその製造方法及び木
ダボを用いた接合方法 

2002-354440 
H14.12.5 
 

 
 
 
 

H17.10.14 
特許番号 
第3728739 

H20.9.29 
放棄 
 

飯村 豊 
田中 洋 

4 
建物の防蟻構造、蟻道誘導構
造及びシロアリ食害防止構造 

2003-068694 
H15.3.13 
 

 
 
 
 

H19.7.27 
特許番号 
第3989388 

H22.5 .27
放棄 
 

藤本 英人 
落合 克紀 
岩崎 新二 

5 
圧密を用いた幅ハギ板の製造
方法 

2003-328212 
H15.9.19 
 

見なし取
り下げ 
 

 
 
 
 

 
有馬 孝禮 
藤元 嘉安 
森田 秀樹 

6 
木材の乾燥排出液を利用した
消臭剤 

2003-328217 
H15.9.19 
 

 
 
 
 

H21.3.19 
特許番号 
第4278470 

 
藤本 英人 
小田 久人 
落合 克紀 

7 

木質深底容器とその製造方法
その2（10cm）（PCTに基づ
く国際出願） 

PCT/JP2004/0
03382 
H16.3.11 

国内移転
  
 

  藤元 嘉安 
有馬 逸 
[(株)合電] 
落合 裕司 
[(株)合電] 

木質深底容器とその製造方法
その2（10cm）（台湾での出
願） 

93106627 
H16.3.11 

審査差し 
止め 

  藤元 嘉安 
有馬 逸 
[(株)合電] 
落合 裕司 
[(株)合電] 

木質深底容器とその製造方法
その2（10cm）（PCTに基づ
く国際出願国内移行） 

2006-510857 
H16.3.11 
 

名義変更 
 
 

H22.2.5 
特許番号 
第4449065 

 藤元 嘉安 
有馬 逸 
[(株)合電] 
落合 裕司 
[(株)合電] 

 
 
 

-19-



１－９  工業所有権等（つづき） 
 
 

発 明 の 名 称 
出   願 登   録 発明者 

番号・日付 経 過 番号･日付 経 過  

8 面格子耐力壁の製造方法 
2004-146446 
H16.5.17 

見なし取
り下げ 

 
 
 
 

 
有馬 孝禮 
藤元 嘉安 
森田 秀樹 

9 高含水率畜糞の処理方法 
2005-250235 
H17.8.4 

見なし取
り下げ 

 
 
 
 

 

藤本 英人 

10 
無機塩系シロアリ駆除剤およ
びそれを用いたシロアリ駆除
方法 

2005-311845 
H17.10.26 

見なし取
り下げ 

 
 
 
 

 

藤本 英人 

11 
木材用接手及びこれを用いた
接合方法 

2006-042820 
H18.2.20 

見なし取
り下げ 

  飯村 豊 
椎葉 淳 
鈴木 達人 
新日本製鉄 (
株)他 

12 木材由来の抗ウイルス剤 
2006-170652 
H18.5.25 

見なし取
り下げ 

 
 
 
 

 

藤本 英人 

13 
接合材及びその製造方法、並
びにそれを用いた構造及びそ
の建築方法 

2006-188249 
H18.7.7 

見なし取
り下げ 

 
 
 
 

 

齊藤 豊 

14 
スギ精油を用いたゴキブリ忌
避剤 

2007-29815 
H19.1.15 

見なし取
り下げ 

 
 
 
 

 

藤本 英人 

15 
心持ち角材の熱板プレスによ
る表面割れ抑制方法並びにそ
れを用いたその乾燥方法 

2008-007870 
H20.1.17 

見なし取
り下げ 

 
 
 
 

 
有馬 孝禮 
小田 久人 
松元 明弘 

16 軽軟材用テーパーねじ 
2012-046268 
H24.3.2 

  
 
 
 

 
飯村 豊 
白  惠 琇      

  
工業技術センタ－工芸支場時代に取得した特許 
 ① 樹心を有する木材の乾燥方法（H9.8.8 特許登録） 
 ②  製材品の簡易等級区分法（H12.4.28 特許登録） 
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１－１０ 技術移転 
 
試験・研究の成果は民間企業等に技術移転を行っている。 

年 度 内        容 関  係  企  業  等 

平成 

13 年度 

サンドーム日向 
日向市、 

宮崎ウッドテクノ(株) 

南郷くろしおドーム 
南郷町、 

宮崎ウッドテクノ(株) 

2 件 

平成 

14 年度 

スギ合わせ材の開発 
木脇産業(株)、 

ランバー宮崎(協) 

宮崎県知事校舎 
宮崎県管財課、 

宮崎ウッドテクノ(株) 

木質深底容器 ㈱合電 

湾曲集成材の開発 丸十産業(株) 

4 件 

平成 

15 年度 

かりこぼうず大橋 
宮崎県児湯農林振興局、西米良村、

宮崎ウッドテクノ(株) 

スギ心持ち柱材の高温乾燥技術 外山木材(株)ほか 

宮崎県西都原考古博物館 
宮崎県営繕課、 

マイウッド・ツー(株)ほか 

第 55 回全国植樹祭お野立所設計支援 
宮崎県植樹祭準備室、設計事務所ほ

か 

木の花ドーム 宮崎県営繕課、(株)大建設計ほか 

双子柱商品開発 デクスウッド宮崎事業(協） 

6 件 

平成 

16 年度 

木質断熱材パネル開発 国産材住宅協議会 

宮崎県立大宮高等学校体育館 
宮崎県営繕課、 

宮崎ウッドテクノ(株) 

綾てるはドーム 綾町、マイウッド・ツー(株) 

3 件 

平成 

17 年度 

日向地区外構木材検討会（ガイドブック、塩見橋手す

り） 

宮崎県日向土木事務所、日向木の芽

会、技術コンサルタント(株) 

宮崎スギスパン表 宮崎県産材流通促進機構ほか 

日南市天福球場内野スタンド 日南市 

宮崎県立高鍋高等学校体育館 
宮崎県営繕課、 

宮崎ウッドテクノ(株) 
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１－１０  技術移転（つづき） 
 

年 度 内        容 関  係  企  業  等 

平成 

17 年度 

内装兼用断熱型枠仕様書 国産材利用開発協会 

宮崎県立学校普通教室用木製学童机 宮崎県家具工業会 

木材利用促進学習プログラム 
宮崎大学、 

宮崎県山村・木材振興課 

7 件 

平成 

18 年度 

日向市駅舎 
宮崎県都市計画課、日向市、 

宮崎ウッドテクノ(株） 

韓国への新軸組木造 
ランバ－宮崎(協）、 

ウッドエナジー(協） 

木と鉄を組み合わせるハイブリッド木造の開発 (株)志多組、昭和鉄工(株) 

3 件 

平成 

19 年度 

構造用集成材の JAS 改正 ウッドエナジー(協） 

韓国へのスギ輸出民間支援｢製材、集成材｣ 
ランバ－宮崎(協）、ウッドエナジ

ー(協） 

大断面製材と鉄骨のハイブリッド構法(M 製材所工場

建設) 

(株)志多組、昭和鉄工(株), 

ランバー宮崎(協） 

3 件 

平成 

20 年度 

スギ精油大量採取技術 オビスギ精油利用促進協議会 

スギ－ヒノキ異樹種集成材 ウッドエナジー(協） 

サウスウッド宮崎協同組合木造新築工事 
志多一級建築事務所、 

ランバ－宮崎(協） 

スギ LVL 内装兼用型枠 (株)大三商行サンテック事業部 

日南市天福公園内投球練習場屋根トラス設計施工 日南市、丸彦渡辺・松尾建設ＪＶ 

日南市夢見橋 
日南市、宮崎県油津港湾事務所、(株)

熊田原工務店 

6 件 

平成 

21 年度 

JA 西都農産物直売所 ファーマーズマーケット JA 西都 

三股町産業会館 三股町 

スギ精油の芳香剤利用 オビスギ精油利用促進協議会 

スギ精油の蜜蝋ワックス (有)西澤養蜂場 

4 件 
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１－１０  技術移転（つづき） 
 

年 度 内        容 関  係  企  業  等 

平成 

22 年度 

RC 造共同住宅における内装木質化 久保産業(株) 

木造温室 (株)ハルコーポレーション 

製材トラスチップ工場 (有)谷明産業 

大径材から得られたスギ側面定規挽き材 (株)もくみ 

4 件 

平成 

23 年度 

ビニルハウスを利用した木材乾燥 サウスウッド宮崎(協) 

スギ－オウシュウアカマツ異樹種集成材 ウッドエナジー(協） 

五ヶ瀬ワイナリー屋外ステージ 
五ヶ瀬町、(有)小嶋凌衛建築設計事

務所 

椎葉村庁舎 椎葉村 

4 件 

平成 

24 年度 

オビスギノートの開発 宮崎マルマン(株) 

テーパーねじの開発 
(株)タツミ、東日本パワーファスニ

ング(株) 

スギ 3 層合わせ材の開発 ナイス(株)、(有)サンケイ 

3 件 

平成 

25 年度 

大径材からの心去り平角材の製材技術 都城木材(株)、高嶺木材(株) 

スギ材等を活用した家具、学童机・椅子の開発 宮崎県家具工業会 

テーパーねじを用いたテーブルの開発 九州の木になる木研究会 

スギ－ヒノキ大断面異樹種集成材の開発 ウッドエナジー協同組合 

4 件 

平成 

26 年度 

テーパーねじを用いた接合金物の開発        九州の木になる木研究会 

スギ心去り材の長期性能評価（変形増大係数）  宮崎県建築士事務所協会 

県産スギを利用したツーバイフォー部材の開発 （株）もくみ 

木造床の張弦梁の開発 
宮崎県鉄構工業会、宮崎県建築士事

務所協会 

4 件 

計 57 件 
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２ 試験研究業務 
 

２－１ 資源の循環利用システムの確立   

２－１－１     県産スギ精油の効果的利活用に関する研究 

                                 ※須原弘登 

九州大学農学部 清水邦義、山邊結子 

 

【諸言】 

宮崎県は県土の 76%を森林が占め、スギ素材生産量が平成 3年以降連続して日本一となってお

り、全国有数の林業県である。このため県内では製材業も盛んであり、県内には大型の製材乾燥

機が多く導入され連日稼働している。製材乾燥時に排出される蒸気にはスギの匂い、いわゆる精

油成分が含まれている。この精油には様々なテルペン類やアルコール類などの成分が含まれてお

り、未だ未発見の機能性成分の存在も示唆されている。この乾燥蒸気に含まれる精油成分を効果

的に回収することが、精油を利用した様々な製品の開発用途が生まれ、製材業者、林産業者の所

得向上が期待できる。そこで当センターでは乾燥蒸気中に含まれる精油の効率的回収方法の開発

に取り組み、高効率な回収装置を開発、導入してきたが、当該装置は初期導入コストが高いとい

う難点があり、導入が進まなかった。そのため本研究では精油回収装置の低コスト化(企業局支援

事業)に取り組み、精油回収量の拡大を目指す。また、スギ精油の機能性解明及び付加価値向上の

ため、スギ精油に含まれる生理活性物質の探索とその機能解明をおこなう。 

 

【製作・試験方法など】 

・精油回収装置の試作：当センターでこれまで検討してきた精油回収装置は冷却塔を備えた水冷

式の回収装置であり、精油の回収効率は優れていたが、初期投資と冷却塔の稼働費が高いのがネ

ックとなっていた。そこで、冷却塔を使わない空冷式の回収装置を設計・製作し、水冷式の回収

装置との回収効率の比較を行った。 

・精油回収効率の評価：心持ちのスギ角材（130×130×

3000 mm；重量区分 30～35 kg）50本（2.535 m3）を木

材乾燥機（MIYAZAKI 式全自動木材乾燥装置, オリンピ

ア工業株式会社製）で高温セットで（乾球温度 90℃～

120℃、乾湿球差 30℃）で 10日間乾燥し、この際に排出

される蒸気を冷却装置で回収した後、油分を分離回収し

回収量を測定した。回収した精油は HP-5MSカラム（長

さ 30m、内径 0.25 mm、膜厚 0.25µm、アジレント社製）

を装着した GC-MS（GC部 7890B；MS部 5977msd、ア

ジレント社製）で分析を行い、アロマオフィス ver. 5 (西

川計測機器社製 )及び Identification of essential oil 

components by gas chromatography / mass 

spectroscopy 4th ed. (Allured Books社版)を組み込んだラ

イブラリーで検索を行い、含まれる成分を同定した。 

・ヒトの生理・心理的応答への影響評価：スギ材部より水蒸気蒸留にて調整した精油を用い、健

常な若年男性 12名に対して行った。3つの濃度条件で香りを呈示した状態で単純な作業課題を行

ってもらい、作業中の脳波、心電図の測定と、作業前後の唾液アミラーゼ量の変化及び心理状態

の変化を心理計測により行った。 

 

 

図１ 製作した精油回収装置 
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水冷式 空冷式

化合物名 Area(%) Area(%)

beta-Cedrene 1.4 0.7

E-Caryophyllene 1.4 0.7

cis-Thujopsene 1.5 0.8

trans-Muurola-3,5-diene 1.1 0.1

alpha-Humulene 1.0 0.5

trans-Cadina-1(6),4-diene 4.9 2.3

trans-Muurola-4(14),5-diene? 1.3 0.6

alpha-Muurolene 8.5 6.5

delta-Cadinene 38.5 34.4

trans-Cadina-1,4-diene 2.1 1.2

alpha-Calacorene 1.6 1.1

Elemol 0.9 1.0

Gleenol 1.3 1.3

Cedrol 2.2 2.4

1-epi-cubenol? 6.9 7.1

Cubenol or alpha-Muurolol (=Torreyol) ?) 5.2 5.6

alpha-Muurolol (=Torreyol) ? 1.4 1.5

beta-Eudesmol 1.0 1.5

alpha-Eudesmol 0.7 1.0

Cryptomerione 0.7 1.0

Isophyllocladene or Pimaradiene ? 2.6 2.8

Abietadiene 3.0 6.2

Sandaracopimarinal 1.0 2.0

Phyllocladanol 0.4 1.4

Sandaracopimarinol 2.0 4.9

trans-Ferruginol 1.2 3.0

合計 93.81 91.70

表1.  回収した精油中の成分分析結果（含有率1%以

上のみ記載）

【試験結果及び考察】 

精油回収効率の検討：これまでの研究で製作された水冷式の回収装置を用いた検討では、840 ml

の精油が回収され、回収効率は 331 ml/m3であった。回収試験は 3回行ったが調整を兼ねての試

験であったため、装置トラブルなどがあり、きちんと回収できたのは 1 回のみであった。これに

対して、本検討で製作した空冷式回収装置での検討では、400ml の精油が回収され、回収効率は

158 ml/m3であった。水冷式の回収装置は装置価格が 1機 250万円となっており、量産化するこ

とで 1 機 100～150 万円まで価格を抑えることを見込んでいるが、水冷装置式装置を導入した製

材業者から 1機 100万円以下が初期導入価格としては望ましいとの要望が出ていた。また水冷式

は冷却水が大量に必要なため、どうしてもランニングコストが高くなる。これらが回収した精油

の販売価格に反映されるため、精油価格が高くなり、販

売先を見つけることが難しい状況となっている。今回試

作した空冷式装置は 1機 125万円で、量産化により 1機

100万円以下で販売できることが見込まれる。回収効率

は水冷式の 48%に留まったが、冷却水のコストが抑えら

れるため、水冷式より低コストでの精油回収が可能にな

ると考えられる。今後は、製材工場で稼働している木材

乾燥機へ導入し、実証試験を行いたいと考えている。回

収した精油の GC-MS分析を行ったところ、回収された

成分はほぼ同じであったが、空冷式の回収装置で回収し

た精油は水冷式で回収された精油に比べて、相対的に低

沸点の化合物が少なく、高沸点の化合物が多くなってい

た。これは水冷式は水を使用するため空冷式よりも比熱

及び冷却温度低くなり、低沸点の化合物も効率よく回収

できるため、水冷式では低沸点化合物が相対的に多くな

り、空冷式では低沸点の化合物を十分に回収できていな

いため、相対的に高沸点の化合物が多くなると考えられ

た。 

ヒトの生理・心理的応答への影響評価：スギ材由来の精

油を用いた生理活性評価の結果、心理アンケート、唾液

アミラーゼ、心電図測定においては試験群間（香り呈示、無呈示）または試験前後のいずれにお

いても有意差は見られなかった。脳波の平均振幅において統計処理を行ったところ、実験群帯域

で実験群×時間の交互作用に有意差が認められ、作業後の振幅の増加は実験群よりも香りを呈示

しないグループの方が大きくなった。また、帯域で実験群の主効果に有意差が認められた。しか

しながら、主観評価においては、実験群間の違いは認められなかった。これらのことより、材部

精油を呈示した試験区では、作業の有無にかかわらずリラックス状態を保てた可能性が示唆され

た。今回の検討では、被験者数が 12名と少ないため、今後も被験者数を増やしながら同様の検討

を行い、スギ精油が人の生理的・心理的応答に与える効果を明確にしていきたい。 
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２－１－２      木タールによる鳥獣等忌避剤の開発  

 

                                                             岩崎新二  

 

【はじめに】            

  木炭製造の副産物である木タールはクレゾール等の有効成分が多く含まれているが、

ほとんど効果的利用がされずに廃棄されている。そこで未利用となっている木タールの

鳥獣等に対する忌避効果を明らかにするとともに、その使用方法について検討する。  

 

 

【実験方法】  

(1)希釈剤を検討するため、有機溶剤（ラッカーシン

ナー、ウレタンシンナー、アセトン、アルコール等）、

水による希釈可能性について乳化剤（粉体、第 3、

第 4 石油類、合計 7 種類）添加による低粘度化の試

験を行った。  

(2)使用方法として板へのハケ塗り及びオイル・有機

溶剤吸収材への含浸について検討を行った。  

(3)忌避剤の効果を検証するため 3 地域（都城市、宮

崎市、西米良村）で忌避効果試験を行っている。  写真１ 忌避効果試験状況（西米良村） 

                                     

 

 

【結 果】  

(1)有機溶剤ではアセトンが木タールとの相溶性が良く、エチルアルコールを 20％程度

添加することが最も希釈効果が高いと思われる。乳化剤添加では粉体乳化剤が増粘、第

3・第 4 石油類が減粘した。  

(2)木タールは高粘度であるが、オイル・有機溶剤吸収材への含浸利用が木タールの吸着

保持がよく、また設置が容易であった。板へのハケ塗りは、高粘度でも可能であるが、

アセトンで希釈することにより作業性が向上した。  
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表１　丸太の食害促進試験に用いた処理

処理 処理量（/本） 処理方法

合成リン酸カルシウム ４g 水縣濁塗布
ハイドロキシアパタイト（市販品） ４g 水縣濁塗布
タケ粉末 ４g 散布
タケ粉末＋合成リン酸カルシウム ４g＋４ｇ 散布
Gloeophyllum ｔrabeum 20駒 駒打ち
Gloeophyllum sepiarium 20駒 駒打ち
無処理

 

【諸言】 

日本の林業においてスギの利用に伴い多量に産出される林地残材の処理は大きな課題の一つで

ある。これらの未利用資源の有効利用に関しては様々な検討がされているが、日本では急峻な山

の斜面や主要幹線道から大きく離れた場所に植林地がある場合も多く、林地残材を搬出し利用す

るには大きな労力とコストを要する場合も多く、これ見合う有効な利用方法は見いだせていない。

このような林地残材の速やかな生分解が可能になれば、利用が困難な場所にある林地残材が短期

間で土壌に換わり、森林の健全化、林業サイクルの促進が図れると考える。 

そこで、本研究はこれらの林地残材、特に切り捨て間伐材などの材部について、シロアリ食害促

進効果のある物質を探索し、スギ材の食害を誘発し、劣化・腐朽を促すことを目的とし、野外で

の劣化促進試験を実施した。 

 

【実験方法】 

予め低温乾燥（60℃、1週間）した杉

丸太（長さ 500 mm、末口径 100-180mm）

5本 1組を１試験体として用いた。昨年

の検討でリン酸カルシウム化合物（CaP）

と褐色腐朽菌処理に劣化促進効果がみら

れたので 1)、今年度はこれらの処理を中

心に表 1
 に示す 7の処理区（タイプ）を

検討した。タケは伊藤らにより食害促進効果が報告されていた 2)ことより、本試験でも用いた。

処理に用いた CaPは土手 3)の方法に従い合成した（以下、「2014_CaP」とする）。Gloeophyllum 

trabeum（キチリメンタケ）は NBRC6430株を、Gloeophyllum sepiarium（キカイガラタケ）

は宮崎県木材利用技術センター内で採取したWURCC0089株を用いた。そのほかの材料は市販品

を購入して用いた。 

LSF内に 4区の試験区（エリア；北緯 31度 30分 51~2秒、東経 130度 19分 46~7秒）を設

け、それぞれのエリアに各タイプ１組を設置した。試験は 2014年の 6月上旬から行い、同 7、9、

10、11月、翌 1月に目視により食害の状況を調査した。食害の度合いは各丸太の「食痕」「虫体」

「蟻道形成」の有無を 1点とし、点数による評価を行った。虫体数が非常に多い場合、食痕が材

内部にまで及ぶ場合、蟻道が試験体上部に登上している場合はそれぞれについて 1点を加算した。

各月の調査結果を累積し蟻害累積点数として評価を行った。 

試験に用いた CaPの X線解析を ZSX100eと RINT-TTR（株式会社リガク）を用いて行った。 

 

【試験結果】 

2014年は 6月から 8月まで雨天で気温の低い日が多い年で，薩摩半島は平年と比べて平均気温

が-0.5~-1℃，降水量が 120~140%，日照時間は 70~80％となり 11年ぶりの冷夏となった（気象

庁発表資料: http://www.data.jma.go.jp/obd/stats/data/stat/tenko140608.pdf）。秋以降は 10月に

上陸した台風の影響で降水量が多くなったが，そのほかは平年並みであった。通年では平年比で

平均気温が-0~0.5 ℃，降水量は 120~140%，日照時間は 90~100%となり，記録的冷夏の年であ

った（気象庁発表資料: http://www.data.jma.go.jp/obd/stats/data/stat/tenko2014.pdf）。夏場の冷

涼多雨な気候はシロアリを活動的にした可能性があると考えられる。 

２－１－３ シロアリによる間伐材等の生物劣化促進試験 

※須原 弘登、中谷 誠 

京都大学生存圏研究所 森 拓郎 

奈良県森林技術センター 伊藤貴文 
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表2　試験に供したリン酸カルシウム化合物の元素組成分析

市販HAp*1 2013年合成CaP 
*2 2014年合成CaP

成分名 Mass% Mass% Mass%

Ca 77.52 46.33 53.25

P 21.60 18.43 16.78

Mg 0.52 8.75 6.38

Cl - *3 15.63 11.82

K -  3.91 4.11

Na -  2.23 3.06

Mn -  1.15 1.30

Zn - 0.98 1.28

Ca/P ratio 3.59 2.51 3.17
*1 HAp: ヒドロキシアパタイト, *2 CaP: リン酸カルシウム, *3 -: 検出下限以下

図 1に本年度設置した試験体の蟻害累積点数を示す。2014_CaP処理区以外で蟻害累積点数の

増大が見られた。中でもタケ粉末処理区は，今回の検討で唯一，設定したすべての区で無処理区

よりも蟻害累積点数が高くなった。 

今回の検討では，タケ粉末処理区を除いて，蟻害の程度

は場所により大きく異なっており，遠く離れた場所からシ

ロアリを誘引するような劇的な効果（aggregation 

pheromone または tail-following effect）は無いと考えら

れた。揮発性のない CaPまたはHApの蟻害累積点数の増

加は食害促進（Feeding-acceleration）効果であると推察さ

れた。タケ粉末による蟻害の増大が，上記の効果のいずれ

によるものかは現段階では不明であり，今後の検討課題と

したい。 

合成した CaP（昨年試験分も含む）及び市販 HApの蛍

光 X線分析の結果を表 2に示す。合成した CaPはカルシウ

ム，リン以外の元素を含んでいることが示された。X線結

晶構造解析の結果（図 2）2013_CaPは 11本のピークが，

2014_CaPでは 9本のピークが検出されたが，ライブラリ

検索で適当な化合物を推定できなかった。CaPを焼成（脱

水，再結晶化）し、再分析をおこなったところ，2013_CaP

は 12本のピークが，2014_CaPは 15本のピークが検出さ

れるようになり，市販 HAp の波形に近くなった（図 2）。

ライブラリ検索の結果，2013_CaPはクロロアパタイト : 

Ca5(PO4)3 F0.09 Cl0.88，2014_CaP はリン酸カルシウム化合物類: Ca5(PO4)3 F0.39 Cl0.33と推定さ

れた。このことから、試験に用いた CaPは HApと比べ結晶化度が低く，さらに，その一部が他

の元素で置き換わったものであることが示唆された。 

【まとめ】 

今回の検討では、昨年とは異なり合成 CaP

（2014_CaP）に明確な食害促進効果がみられな

かった。一方で、標品として用いた市販の HAp

と昨年度設置した 2013_CaPには食害促進効果が

見られた(データ示さず)ことから、合成した CaP

の性状を解析した。この結果、食害促進効果は結

晶化度ではなく、これに含まれる元素に起因する

可能性が考えられた。このことから、今後は CaP

に含まれるリン、カルシウムに着目して食害促進

効果を検証したいと考えている。 

また、タケ粉末が食害促進に効果的である可能

性が示された。タケ粉末は今回検討した処理の中では最も安価であり，実用性が高い処理法と言

える。そのため，今後再現性の検証を進めながらタケ粉末と食害促進の期待できる他の処理を組

み合わせることで，より効果的な方法を見出したいと考えている。 

 

【参考文献】 

1) 須原弘登, 中谷誠, 森拓郎 (2014) 第 247回生存圏シンポジウム「DOL/LSFに関する全国共同利用研究成果

発表会」, 京都大学生存圏研究所, 17-18 

2)  増田勝則, 伊藤貴文, 酒井温子, 染川さおり, 吉村剛 (2014) 第 247回生存圏シンポジウム「DOL/LSFに関

する全国共同利用研究成果発表会」, 京都大学生存圏研究所, 7-8 

3) 土手裕(2009) リン研究部会ニュース 6: 6-8 
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２－１－４      スギ丸太の心割れ等による乾燥促進試験 

                             ※岩崎新二、小田久人 

 

【緒言】 

 間伐材の利用促進は重要な課題である。しかし、間伐材は林地に放置されほとんど利用されて

いないのが現状である。利用方法の一つとして木質バイオマスが考えられるが、林地残材は生材

の状態で放置されているため乾燥処理が必要となる。生材をチップにして天然乾燥する方法も考

えられるが、その場合表層部のみが乾燥し、内部はほとんど乾燥しない。そのため丸太の状態で

の自然乾燥は有効な方法の一つであると思われる。間伐材を搬出せず林地乾燥と、搬出した低地

乾燥とを想定し、林地と低地（宮崎県木材利用技術センター）で丸太乾燥の比較試験を行った。 

     

【実験方法】 

 試験材はスギ丸太材と乾燥促進が期待されるスギ薪割り材（2 分割材）とした。林地にはスギ

丸太材（φ100～200、長さ 2000mm）、スギ薪割り材（長さ 2000mm）を、日当たり地（未舗装土場）、

日陰地（未舗装土場）にはえ積した。木材利用技術センターにはスギ丸太材（φ100～200、長さ

2000mm）、スギ薪割り材（長さ 500mm）を日当たり地（舗装土場）、日陰地（未舗装土場）にはえ

積した。木材利用技術センター試験地、林地試験地で 2012 年 11 月から天然乾燥を行い、それぞ

れ重量を測定し、最終時点で試験片を採取し全乾燥により含水率を求め、各重量測定時の含水率

を求めた。 

 

【結果および考察】 

 丸太材、薪割り材の 6ヶ月間の重量比の変化を図１．２

に示す。 

 丸太材については、木材利用技術センター試験地では日

当たり材の重量は 20.2→12.2kgで減少率は 1.58kg/月、日陰

材の重量は 20.2→13.1kgで減少率は 1.43kg/月を示し、日当

たり材の方が乾燥は若干早いが 6ヶ月後には、1.47kg/月、

1.48kg/月とほぼ同じになり、含水率は日当たり材が20.1％、

日陰材が 21.7％であった。 

林地試験地では日当たり材の重量は 19.09→17.55kgで減 

少率は 0.38kg/月、日陰材の重量は 13.01→12.75kgで減少率

は 0.06kg/月であり、林地日陰地での乾燥は非常に遅い。 

 薪割り材については、センター試験地では日当たり材の

重量は 1.11→0.62kg で減少率は 0.09kg/月であった。２ヶ

月経過後の重量変化は少なくなり減率乾燥期間になった

と思われる。日陰材の重量は1.13→0.63kgで減少率は0.1kg/

月で、4 ヶ月経過後には重量変化は少なくなり減率乾燥期

間になったと思われる。また、５ヶ月後には日当たり材、

日陰材ともに減少率はほぼ同じになり含水率は日当たり材が 14.3％、日陰材が 15.8％であった。

林地試験地では日当たり材の重量は 9.62→8.20kg で減少率は 0.35kg/月、日陰材の重量は 8.43→

8.40kgでほとんど重量変化がなく、林地試験地では日当たり地での乾燥が効果的と思われる。 

 重量減少は、木材利用技術センター試験地の方が林地試験地よりも大きく、低地にはえ積みす

る方法が効果的と思われる。 
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２－２ 品質の確かな製品の加工・供給体制の整備・充実 

２－２－１        スギ心去り構造材の乾燥性 

                             ※兒玉了一、小田久人 

 

平角材で105×210mmであり、それに対応す

る製材寸法は、正角材の柾目木取りで

123×135mm、板目木取りで127mm正角、平

角材は両木取りとも約125×220～225mmと

した。  

含水率の出現割合を図４に示す。人工乾燥後

の正角材の平均含水率は、柾目木取りで16％、

板目木取りで12％であった。一方の平角材は、

それぞれ、20％、21％であり、板目木取りの

平角材において、乾燥時間を延長した効果が見

られなかった。これは乾燥性の悪い試験材が含

まれていたためと推察され、更なる検討が必要

である。  

実験は、県内のスギ大径材を用い、木取り方

法に従って経験のある製材工場で製材後、当セ

ンターへ搬入し、重量、寸法、曲がりなどを測

定した。  

２～３週間の天然乾燥後、所定の乾燥スケジ

ュールでセンター設置の蒸気加熱式木材乾燥

機で人工乾燥し、重量や寸法などを測定し、試

験片を切り出して全乾法により含水率を求め

た。  

なお、曲がりは、試験材両端間に水糸を張り、

中央部の矢高を測定した。  

図4  乾燥前後の含水率の出現割合（左：正角材 右：平角材）  

想定した製品寸法は、正角材で105mm正角、  

【３.はじめに】  

  今後増加が予測される大径材の効率的な生

産技術の開発を目的として、心去り構造材

（柱・平角）の人工乾燥に伴う様々な変化を

測定したので、測定結果を報告する。  

【３. 結果と考察】  

3.1 乾燥時間と含水率  

  両試験の乾燥スケジュールを図２、図３に

示す。柾目試験材では正角材が過乾燥になら

ないよう14日間とし、乾湿球温度差25℃差ま

でとやや穏やかな条件とした。板目試験材は、

平角材の乾燥が十分となることと心去り材は

乾湿球温度差が30℃でも割れなどの欠点は

ほとんどないとの推測から、前者より厳しい

条件とした。  

【２. 実験方法】  

大径材から心去り構造材を生産するには、多

様な木取り方法が考えられるが、ここでは図１

の２つを試みた。すなわち、正角材が柾目木取

りの場合と板目木取りの場合である。平角材は、

いずれも同じ木取りで板目木取りとした。乾燥

実験は、柾目木取り、板目木取りの順で行い、

柾目木取りの乾燥後含水率結果を参考に板目

木取りの乾燥スケジュールを延長するなど調

整を行った。  

図１ 木取り（左：柾目、右：板目）  

 

 

図２ 柾目木取り試験材の乾燥スケジュール  図３ 板目木取り試験材の乾燥スケジュール  

 

  また、乾燥前後の含水率の関係を図５に示

す。乾燥条件設定の想定どおり、柾目試験材

の含水率20％以上の本数は、正角材で６本(6

本/37本=16.2%)、平角材で７本(７本/15本

=46.7%)と平角材で乾燥不足の試験材が多い。 
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一方の板目試験材は、同様に正角材で３本(３

本/30本=10％)、平角材で９本(９本/25本=36％)

となり、乾燥時間の延長並びに乾湿球温度差を

拡大した効果が一程度見られた。  

 

  

  

  

  

  
図５  乾燥前後の含水率の関係（左：柾目木取り 右：板目木取り）  

3.2 曲がりの大きさと時期  

平角材の曲がりは、主に長い辺の木表側に

見られるが、大きくても５mm程度であり、顕

著ではない。ここでは、正角材の曲がりを検

討する。  

 

人工乾燥直後の曲がり、すなわち中央矢高

の大きさの分布を図６に示す。どちらの木取

りでも10mm以下の曲がりは発生するが、それ

を超える大きな曲がりは板目木取りの方が多

いことが分かる。また、これらのうち柾目及

び板目木取り試験材を所定の寸法である

105mm正角にモルダー加工した後の曲がりの

関係を図７に示す。両木取とも、モルダー加

工後２ヶ月が経過した後では、曲がりが進展

し、５mmを超える材が見られるが、その出現

割合は、板目木取りが高くなっている。これ

は含水率が低下する過程で変形したものと推

察され、20％以下の含水率が変形抑制のため

に不可欠である。  

   

  

  

  

図６ 乾燥直後の木取り方法と最大矢高  

 

  

  

  

  

  

  
 図７  乾燥直後とモルダー加工後の矢高の変化 (左：柾目木取り、右：板目木取り)  

3.3  寸法収縮率  

 

人工乾燥前後における寸法収縮率の出現割

合を図８(柾目木取り)、図９(板目木取り)に示

す。木取りの違いにより差異が見られるが、

幅(接線方向：年輪走行に接する方向)、厚さ(半

径方向：年輪走行に直行する方向)とも最大で

５％程度の収縮率と見積もることができる。

すなわち、正角材で６mm、平角材の長辺で

12mmとなる。  

  
  
  
  
  
  
  
  図８  柾目木取り・・・乾燥前後における寸法収縮率別出現割合  

(左：幅（接線方向）、右：厚さ（半径方向）)    

 

  
  
  

  

  

  
図９ 板目木取り・・・乾燥前後における寸法収縮率別出現割合  

(左：幅（接線方向）、右：厚さ（半径方向）    

3.4  表面割れ  

  心去り材の年輪走行特性を考慮すると、心

持ち材に比べ、表面割れの発生割合は低いと

予想されたが、今回、正角材の表面割れは全

く観察されず、平角材では全体の70％程度の

試験体で表面割れは発生しなかった。平角材

の割れは、広い面すなわち板目面の木表側で

発生し、最大で２ｍ程度、多くは１ｍ未満で

あった。  

【４. まとめ】  

  心去り正角材の中温域人工乾燥日数は14

日間程度が目安となり、心去り平角材は更な

るデータの蓄積により再検討を行う必要が

ある。             

  また、製品仕上げ後の曲がり発生を想定し、

人工乾燥後含水率を20％以下に仕上げる事

が変形抑制に必要である。さらに、曲がりと

寸法収縮を考慮に入れた製材歩増量は、正角

材で16mm、平角材の長辺で17mm程度であ

る。  

【参考文献】平成25年度地域材供給倍増事業
「スギ心去り構造材（柱・平角の製品開発）」
実施報告書 
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２－２－２   スギ大径材から得られた心去り平角材の曲げクリープ 

－梁背面を追い柾取りとした場合の特性とクリープ調整係数の予測－ 

 

※荒武志朗、(中部農林振興局) 松元明弘、(西臼杵支庁) 椎葉淳 

 

【はじめに】 

前報 1)においてスギ大径材から梁背面を追い柾取りとして得た心去り平角材(2 丁取り)の力学的

性能について検討した結果、木裏側から負荷する方が木表側から負荷するよりも明らかに高い曲

げ強度を示した。結果として何れの負荷方向でも建設省告示 1452 号の基準強度を概ね上回ったも

のの、この様な傾向の差異が曲げクリープにおいても生じるとすれば、長期的なたわみが重視さ

れる梁桁材で部材をセットする場合には負荷方向がクリティカルな要素となることも考えられる。

そこで本研究では、同様の方法で 2 丁取りされた心去り平角材を用い、曲げクリープ性能に及ぼ

す負荷方向の影響を中心に検討した。また、同部材に対するクリープ調整係数(負荷 50 年後の相

対クリープ)の予測法についても検討を加えた。 

【実験方法】 

実験には、宮崎県日之影町産スギ丸太（末口径 51.5～59.1cm、密度 0.642

～0.696 g/cm
3、縦振動ヤング係数=3.85～4.88kN/mm

2 を 4 本供試した(長

さは 4m)。先ず、全ての丸太から、梁背面に追い柾面(または柾目面)が

現れるように 2種類の製材方法で心去り平角材を2丁取りした(幅12cm、

高さ 23cm)。具体的には、丸太のうち 2 本については側面定規挽き材の

みを製材し、残り 2 本については、中心定規挽き材と側面定規挽き材を

各 1 体製材した(図 1 参照)。製材後、半数の試験体(4 体)に対して、初期

乾球温度 80℃（乾湿球温度差 5℃）、最終乾球温度 100℃（乾湿球温度差

25℃）の条件で 14 日間の人工乾燥処理を施した、その後、全試験体(乾

燥材 4 体、未乾燥材 4 体)に対して曲げクリープ試験を実施した(スパン

3655ｍm、荷重点間距離 1260mm）。試験体のセットに際しては、各性能

に対する負荷方向の影響を確認するために、同一丸太から得られた 2 体

の平角材のうち 1 体は木表を上にし、もう 1 体は木裏を上にして負荷し

た(図 2 参照)。なお、負荷荷重は 685kg とした 2)。また、試験は 2012 年

2 月 8 日に開始し、2014 年 5 月 23 日に終了した(約 2 年 4 カ月間)。 

【結果および考察】 

図 3 に木表負荷と木裏負荷の相対ク

リープ(全たわみ／初期たわみ)及び含

水率の変動を示す(全て側面定規挽き

材)。同図のうち未乾燥材の傾向を見る

と、木表負荷では含水率が概ね繊維飽

和点に達した付近から相対クリープが

急増しているが、木裏負荷では、それ

よりも低い 16～17％付近から同値が急

増している。また、その後の傾向も全

く異なり、両者の含水率が 12～13%に

達した付近からは、増減がほぼ逆にな

っている。また、乾燥材においても、

二次クリープ以後は、含水率が 12～

13%に達した後の未乾燥材と同様の傾

向を示しており、結果として、乾燥材、

未乾燥材ともに木表負荷のクリープた

わみの方が相対的に小さくなっている。

この様な差異は、クリープやメカノソ

ープティブ変形だけでは説明困難であ

A AA B

図1 試験体の製材方法

A: 側面定規挽き、B: 中心定規挽き

図2 負荷方向

A: 木表側から負荷

B: 木裏側から負荷
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り、乾燥による収縮異方性の違いが大きく関与したものと考えられる。いずれにせよ、この種の

部材を梁として用いる場合、長期性能の視点に限定すれば、木表から負荷される様に部材を設置

した方が望ましいと言えよう。 

図 4 に実測による相対クリープ(たわみ／初期たわみ)と次式で求めた Power 則による相対クリ

ープの予測値(δt/δ0)の比較を示す。 
 
δt/δ0 = 1+at 

N
.................................................(1) 

 
ここで、t は時間、a と N は定数である。 

同図を見ると、全期間の実測値から求め

た δt/δ0 は、全体に曲線の後半部で安全側に

離れる傾向を示しているが、負荷 250 日以

降の実測値から求めた δt/δ0 は実測値に非常

に良くフィットしている。この結果は、

power 則による場合、2次クリープの領域か

らクリープ曲線を予測することが適切 3)な

ことを示すと同時に、比較的長期間(2 年程

度以上)の試験期間を要することを示して

いる。 

図 5 に(1)式による δt/δ0 と(2)式に示す曲

げ剛性の低減係数(Kt)から求められた

δt/δ0(3 式) 4)の比較を示す。 
 
Kt =δ0/δt ........................................................(2)   

δt/δ0 = 1/10
e
t
f
.................................................(3) 

 
ここで、e と f は定数である。また、図中

の Power 則による δt/δ0は負荷 250 日以降の
実測値から求めた値、低減法による同値は
全期間の実測値から求めた値である。 
同図を見ると、低減法による δt/δ0は、全

期間の実測値から求めたにも関わらず、負
荷 250 日以降の実測値から求めた Power 則
による δt/δ0 と類似した傾向を示しており、
実測値とも非常に良くフィットしている。
これを受けて低減法によるクリープ調整係
数を算出した結果、未乾燥材は木裏負荷で
3.10、木表負荷で 2.15、乾燥材は、木裏負荷
で 2.19、木表負荷で 1.48 となった(中心定規
挽きと側面定規挽きの差異は認めなれなか
った)。さらに、試験期間毎(1、3、6、9 か月、
1 年、1 年半、2 年、2 年半)の実測値からクリープ調整係数を算出した結果、Power 則では乾燥材
で 2年前後に一定値に収束したものの、未乾燥材では収束しなかった。その一方で、低減法では
乾燥材、未乾燥材供に 1 年前後で一定値(上述のクリープ調整係数)に収束し、比較的短い試験期
間でのクリープ調整係数の予測の可能性が示された。 
これらの結果は、少なくとも梁背面を追い柾取りとして得られた心去り平角材(2 丁取り)のクリ

ープ調整係数の算出法としては Power 則よりも低減法の有効性が高い可能性を示すとともに、乾
燥材を用いる限り建設省告示 1459 号の変形増大係数の適用に大きな問題がないこと(ただし、前
述したように木表から負荷される様に部材を設置した方が望ましい)を示している。 

【文献】 

1)松元明弘、椎葉淳、荒武志朗:第 63 回日本木材学会大会研究発表要旨集,岩手,2013,Y27- 

08-1045 (CD-ROM), 2)荒武志朗、森田秀樹、有馬孝禮: 日本建築学会大会学術講演梗概集,東北, 

2009,pp.39-40, 3)たとえば, 森拓郎ほか: 構造工学論文集,Vol.49B(2003), 4)日本ツーバイフォ

ー建築協会:“枠組壁構法建築物構造計算指針”,工業調査会,東京,2002,pp.219-260. 
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２－３  多様な需要に対応した加工連携等の製品流通体制の整備 

２－３－１     土木資材用スギ材の耐久性、耐蟻性評価試験 

                                         

                                      岩崎新二  

 

【はじめに】 

 スギ材の用途拡大は、地球温暖化防止対策、木材資源循環のために重要な課題であり、外構部

材や土木資材への展開が重視されている。スギ材を屋外利用する場合、耐久性向上の処理及び措

置が施されるが、木材を長期にわたり使用するために木材の耐久性や劣化状態を把握する必要が

ある。木材の耐久性評価の一例として屋外杭試験がある。屋外杭試験では、地際部は乾燥湿潤を

繰り返し栄養分の補給も容易なことから劣化・腐朽が激しいと言われている。耐久性向上の処理

は、地際部を中心に行えばよい可能性も考えられる。 

 本試験は、土木・建築資材用としてスギ丸太材、角材の利用を想定し、県産スギ材に防腐処理

を地表・地中部全面と地際部のみ行い耐久性の比較を行った。 

 

【実験方法】 

 材料は、スギ丸棒加工材（径Φ20×160cm、

径Φ10×60cm（高温乾燥材、生材））とス

ギ角材（12×12×60cm（高温乾燥材））で

ある。防腐処理は、化学的処理として防腐

剤塗布（ＡＡＣ、アゾール系）と物理的処理

としてバーナーによる炭化とした。各処理

を地表・地中部全面と地際部のみに行った。

試験材と対照区の無処理材を地中部 40cm

となるように、屋外に 2004 年７月に埋め込

んだ。評価項目は、目視により地際部の腐

朽度を、雨宮 1) の方法により６段階 

評価を行った。 

 

【結 果】 

 図１～４に丸棒加工材の腐朽度の経時変化を示す。地際部の腐朽は、丸棒加工材は３年経過後 

 

写真１  試験体の設置状況 
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から発生が確認された。目視評価による耐用年数を判断する目安の数値 2.5
2)を超えたのは丸棒加

工材（高温乾燥材 小径Φ10cm）は炭化処理材が３年、無処理材が５年、地際ＡＡＣ塗布処理材

が７年経過後、ＡＡＣ全面塗布処理材が９年経過後に達したが、アゾール系処理材は１０年経過

後も達していない。また生材（小径Φ10cm）では地際部炭化処理材が４年、炭化処理材と無処理

材が５年、ＡＡＣ全面塗布処理材が７年、地際ＡＡＣ塗布処理材が８年経過後に達したがアゾー

ル系処理材は１０年経過後も達していない。高温乾燥材（大径Φ20cm）は炭化処理材、無処理材

とも３年経過後、ＡＡＣ塗布処理材は９年経過後に達したが、地際ＡＡＣ塗布処理材アゾール系

処理材は１０年経過後も達していない。生材（大径Φ20cm）では炭化処理材、無処理材が４年、

ＡＡＣ全面塗布処理材が７年経過後に達したが、アゾール系処理材は１０年経過後も達していな

い。丸棒加工材の腐朽度は高温乾燥材、生材とも同程度で有意差は見られなかった。      

 図５に角材の腐朽度の経時変化を示す。地際部の

腐朽は、角材は４年経過後から発生が確認された。

目視評価による耐用年数を判断する数値2.5を超え

たのは、角材については炭化処理材、無処理材が５

年経過後に達した。ＡＡＣ全面塗布処理材、地際Ａ

ＡＣ塗布処理材は９年経過後に達したが、アゾール

系処理材は１０年経過後でも達していない。 

 丸棒加工材、角材とも地際部の腐朽度は地際処理、

地表・地中部全面処理材とも同程度で有意差は見られなかった。また腐朽、地際部の辺材部で留

まっているものが多かった。腐朽の大きさは、無処理材・焼き処理材＞ＡＡＣ薬剤塗布処理材＞

アゾール系薬剤塗布処理材の順で、アゾール系薬剤塗布処理が最も効果的であった。 

   

【引用文献】 

１）雨宮昭二：林業試験場研究報告、第 150 号  143-156（1963） 

２）(独)森林総合研究所監修(2004):改訂４版 木材工業ハンドブック 787 
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２－３－２     製材を用いた木製構造物の開発 

－スギ大径材を利用した法面パネルの開発－ 

※平郡雄二、岩崎新二 

【緒言】 

本県では、スギ大径材の割合が増加傾向にある中、製材歩止りや強度等に対する課題等から大

径材の価格や需要が低迷しており、建築用材としてはもとより、土木用材としての新たな利用促

進が喫緊の課題となっている。このため、スギ大径材から製材される板材や角材を用いた土木構

造物等の開発を目的に、スギ大径材を利用した林道の法面パネルの開発を試みた。 

【試作・試験施工】 

林道の法面パネルは、カーブ区間の視距の確保や法面の防草を目的として、これまで小径木を

利用した丸太法面パネルが施工されてきた。近年、スギ大径材の割合が増加しているため、価格

と需要が低迷しているスギ大径材から製材される板材や角材を用いて、小径木に代わる新たな法

面パネルの開発を試みた。 

法面パネルの開発に当たっては、南那珂森林組合の協力を得て、パネルの高さ（H=1.5ｍ、H=1.8

ｍ、H=2.3ｍ）及び横板側面の加工方法（本実加工、プレーナー加工）の違いにより計 6タイプの

法面パネルを各 2～3枚試作し、児湯農林振興局と連携して、シカの生息が見られる林道長谷・児

原線（1工区）の西米良村内に試験施工を行った（図 1、写真 1～3）。 

今回試作した大径材を利用した法面パネルは、横板の厚さを 2cm に薄くすることで、材料コス

トを抑えるとともに、防腐・防蟻処理効果を高め、耐久性の向上を図ることとした。また、既存

の丸太法面パネルでは、支柱の地際部分に腐朽が多く見受けられることから、8cm 角の支柱につ

いては、性能区分 K4（木材の使用環境：通常より厳しい腐朽・蟻害の恐れのある条件下で、高度

の耐久性の期待できるもの）の薬剤処理を行った。さらに、シカの法面へ駆け上がりによる法面

植生の食害防止効果を検証するため、従来の丸太法面パネルの上端に、忍び返し用の板を 5 枚設

置した（図 2、写真 2）。加えて、木タールによるシカの忌避効果を検証するため、従来の丸太法

面パネルの前面に木タールを塗布した板（2枚組）を 5箇所設置した。（図 3、写真 4） 

【結果および考察】 

 今回試作した法面パネルは、板材や角材を使用することで、既存の丸太法面パネルに比べて軽

量化が図られ、施工性が向上するとともに、高さ 1.5ｍの法面パネルは従来の丸太法面パネルの価

格を下回り、コスト削減を図ることができた。また、防腐・防蟻処理を施しているため、耐久性

の向上も期待できる。さらに、大径材から梁・桁材を製材した残りの部分から、法面パネルの横

板や支柱を製材することで、大径材の歩止りの向上が図られる。 

今後、パネル高さや横板の側面加工方法の違いによる法面パネルの耐久性能はもとより、法面

パネルが平滑なことによるシカの法面への駆け上がり抑止効果等について、児湯農林振興局や林

業技術センターと連携しながら試験施工箇所の経過観察を行っていくこととしている。 

なお、今回試作した法面パネルは、横板の反りを防止するため、釘を用いて横板を支柱に固定

したが、木材が腐朽した後に、釘が法面に残ることが課題となっている。このため、支柱間に横

板を落とし込んでいく方法などにより、釘を使わない環境に優しい法面パネルに向けたさらなる

改良が必要である。 
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図 2 忍び返し製作図 

 

 

 

 

 

図 3 タール塗布板製作図 

 

 

 

 

 

 

写真 1 法面パネル試作 

 

 

 

 

 

 

                             写真 2 法面パネル等施工 

 

 

 

 

 

                               

写真 3 法面パネル等施工 

 

 

 

 

図 1 大径材を利用した法面パネル製作図 

 

【謝辞】御協力を頂いた南那珂森林組合に厚くお礼申し上げます。写真 4 木タール塗布板設置 
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２－３－３         スギ専用家具金物の開発 
 

※森田秀樹、兒玉了一、飯村 豊 

【緒言】 

スギに適した接合具であるテーパーねじの用途開発として、家具分野への展開を進めてきた。

スギによる家具を実現するにあたり、テーパーねじだけでは負担できない大きな接合部応力を、

新たに開発した家具金物を用いて解決することにした。家具金物はスギ専用とし、軟らかく、低

比重のスギでも十分な応力伝達を可能にする仕様を目指した。なお、本研究は、九州の木になる

木研究会(センター、家具・金物・ねじ企業等で構成)による共同開発事業である。 

 

【試作】 

 開発対象として、公共施設やオフィスで用いられるテーブルとした。基本構成部材は天板及び

脚のみとし、家具金物を用いることで通常必要とされる幕板を使用せず、シンプルなデザインを

目指した。また、スギと金物はねじ及びボルトで緊結するものとし、接着剤を用いない乾式工法

とした。図 1 に家具金物を示す。建築物のように筋かいを使用しない家具では、接合部における

モーメント負担が大きな課題となる。今回開発した家具金物は、天板側の大きな座堀加工と金物

挿入によるめり込み抵抗、斜め打ちしたねじの引き抜き、脚側のボルトのせん断及び金物十字ス

リット部のめり込みにより負担する。すなわち、面での抵抗を最大限利用し、粘り強い接合部を

実現していることが大きな特徴である。 

 最大寸法を幅 900mm、長さ 1800mm、高さ 700mmとしたテーブルに対し、JIS S 1205「家

具－テーブル－強度と耐久性の試験方法」を満足するために必要とされる各部材・接合部の応力

を求め、これを負担可能な家具金物の仕様を最終的に決定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【結果】 

 図 2 にテーブル接合部の実験結果を示す。JIS に定める最も厳しい荷重条件で、接合部に求め

られるモーメントが 158N・mであるのに対し、家具金物接合部の降伏モーメントMyは 177N・

m、終局モーメントMuは 262N・mであった。すなわち、要求性能に対して降伏点以下で負担可

能であるため、今回の家具金物はスギテーブル接合部としての使用に全く問題ないことが明らか

になった。 

図 3 に試作したテーブル写真を示す。天板はスギ合板、脚はスギ製材が基本仕様である。試作

テーブルを平成 26年 1月に福岡県大川市で開催された家具展示会に出展し、9月に販売を開始し

た。 

図 1 家具金物 

(1)外 観 (2)取付け状況（上：天板、下：脚） 

-38-



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【まとめ】 

 スギ専用の家具金物を開発し、スギテーブルの試作を行った。テーブルの仕様書やパンフレッ

トを整備し、平成 26 年 9 月に販売を開始した。また、意匠登録出願を行った上で、家具金物単

体の販売も開始した。今後はテーブル以外の製品開発も進め、家具建具分野へのさらなるスギ利

用拡大を図っていく予定である。 

 

【九州の木になる木研究会メンバー】※スギテーブル開発時 

 宮崎県木材利用技術センター、(株)橋詰家具、(株)ウエキ産業、松本意匠、(株)モーニン、(有)

ヨコタウッドワーク、シンエイカセイ(株)、(株)タツミ、東日本パワーファスニング(株) 

【家具金物意匠登録】 

 登録第 1523785号 平成 27年 4月 10日登録 

図 2 接合部試験結果 

図 3 試作したスギテーブル 
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２－４ 県産材の需要・販路等の拡大 

２－４－１    CLT に埋め込まれた 2本の LSB の引き抜き性能  
 

中谷 誠 

【１ はじめに】 

昨年度までの研究において、CLTからの LSB１本の引き抜き性能を実験により考察した。実
際の接合部には複数本の LSBが使用されることが想定され、集成材の場合と同様に LSB１本当
たりの引き抜き性能に低減が生じると考えられる。そこで本研究では、CLTの積層方向である
厚さ方向に 2本の LSBを使用した場合について、実験により引き抜き性能を明らかにすること
を目的とした。 

 

【２ 実験概要】 

２．１ 試験体（CLT、LSB） 

CLTはスギによる 3層 4プライもしくは 5層 5プライとした。寸法は 3層 4プライが高さ
1340mm x 長さ 2800mm x 厚さ 120mmとし、5層 5プライが高さ 1340mm x 長さ 4400mm 

x 厚さ 150mm とした。ラミナの厚さは 30mm、材質は MX60A（ヤング係数 6.0~9.0kN/mm2）、
幅はぎ接着なしとした。5層 5プライ試験体の詳細を図 1に示す。供試材料にはスリットを施す
ことで、同一材料から 3層 4プライは 2体、5層 5プライは 4体の試験体を製作した。また、同
一材料において、同一実験条件が重ならないこととした。 

LSBはネジ山直径 19mmおよび 25mmの 2種類とした（表 1）。なお、LSBの全長は、埋め
込み深さの試験条件により最適な長さとした。LSB の埋め込み位置は、CLTの厚さ方向に 2本
の LSBを使用した場合を想定し、3層 4プライは中間層の 2枚のラミナに各 1本、5層 5プラ
イは 2層目と 4層目に各 1本とした。また、CLTの幅方向（弱軸長さ方向）での端部から LSB

埋め込み位置までの距離は、1 本引き試験の考察より、繊維平行方向は 3d（d：LSB ネジ山径）、
繊維直交方向は 4dとした。詳細な埋め込み位置を図 2に示す。 

 

２．２ 実験条件 

本実験では、以下の実験条件について検討を行った。 

① LSBの形状、2条件：ネジ山直径 19mmと 25mm 

② CLTの構成、2条件：3層 4プライ（ネジ山径 19㎜のみ）、5層 5プライ（ネジ山径 19㎜ 

およびネジ山径 25㎜） 

③ CLTの繊維方向に対する LSBの埋め込み方向、2条件：繊維平行方向、繊維直交方向 

④ 埋め込み深さ、2条件：250mm、500mm 

試験条件は 12条件とし、試験体数は各条件 6体とした。 

  

 

 

 
図 1 試験体の概要（5層 5プライ） 

表 1 LSBの寸法と材質 
ネジ山径 ネジ谷径 ネジピッチ 先穴径 材質

19mm 13.8mm 6.35mm 15mm S45C 焼入れ加工

25mm 20mm 10mm 22mm S45C 焼入れ加工  

 

 

(i) 3 層 4プライ 

繊維平行方向 

 

(ii) 5 層 5プライ 

繊維直交方向 

図 2 LSB の埋め込み位置の詳細図 

 

２．３ 実験方法 

実験は、実大強度試験機（東京衡機製作所製、WU-1000 TK21型）に専用のボックス型加力
治具を取り付け、CLTに埋め込まれた 2本の LSBに均等な引き抜き荷重を負荷することで実施
した。LSBと CLTとの相対引き抜き変位は、2本の LSBに取り付けた各 2本の変位計（東京測
器研究所製 CDP-50M）により測定し、全測定値の平均値を引き抜け変位とした。荷重は試験機
上部のロードセルにより測定した。加力は一方向単調加力とし、加力スピードは 1mm/min.とし
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た。加力は最大荷重に達した後、最大荷重の 80％に荷重が低下するまで実施した。 
 

【３ 実験結果】 

３．１ 破壊性状 

破壊性状は、繊維平行方向では主に

LSBの引抜け破壊を示し、繊維直交方向

では主に CLTの割裂破壊および積層接

着面の破壊を示した。その他、LSBの埋

め込み深さ 500mmの試験体 2体につい

て LSBの破断破壊を示し、試験体 5体

については他の破壊性状と複合して節等

の欠点から発生するラミナの引張破断を

示した。 

 

(i) CLT の割裂破壊および

積層接着面の破壊 

 

(ii) CLT最外層ラミナの破断 

図 3 破壊性状 

 

３．２ 結果と考察 

全実験条件の結果を表 2に示す。各耐力値は 2本の LSBの値であり、剛性は 0.1Pmaxと
0.4Pmaxの荷重の差分を各荷重時の引き抜き変位の差分で除した値から実験時の LSBの伸びを
差し引いた値である。また、短期許容耐力（2/3Pmaxと降伏耐力 Pyの最小値）は信頼水準
75％の 5％下限値、剛性は 50％下限値である。 

低減率は、実験結果を１本当たりに換算した値を、既往の同一試験条件での 1本引き実験の測
定値で除した値とした。表 2中に赤字で示すように、ネジ山直径 19mmの埋め込み深さが
500mmでは、繊維直交方向の 5層 5プライ以外が 1.0以下となった。剛性は全ての実験条件で
低減が認められなかった。 

LSBのネジ山径の大きさによる引き抜き性能への影響は認められず、低減率には差が見られ
る結果となった。これは、ネジ谷径と先穴直径との差が、直径 19mmの方が小さいこと、そし
て直径 25mmの LSBが切削法で製作されているのに対して直径 19mmが転造法で製作されて
いるなど、ネジ山形状の違いの影響が考えられた。このため、本研究で用いた LSBとは異なる
山形状では、異なる結果が得られる可能性があるため、LSBの形状による違いについても、検
討していきたい。 

集成材による既往の研究では複数本による低減が認められた使用条件において、CLTの 5層 5

プライの 2本打ちでは低減が認められなかった。これは、2本の LSBの間に配される直交層の
影響が考えられるなど、CLT特有の傾向が考えられる。 

 

【４ まとめ】 

本試験では、5層 5プライもしくは 3層 4プライと最も使用頻度が高いと想定される CLTに
ついて、厚さ方向に LSBを 2本使用した場合の引き抜き性能の低減係数と短期許容耐力を検討
した。今後は、CLTの長さ方向に複数本を用いた場合について研究を実施したい。 

また、既往の集成材の研究結果と比較して、本研究ではラミナを直交積層する CLT特有の引
き抜き性能の低減が認められた。今後は、安全で最適な設計条件を明らかにするため、更なるデ
ータの蓄積とその考察を行う必要がある。  

 

表 2 実験結果 
2/3P max Py

kN 低減率 kN kN kN/mm 低減率

250 70.1 1.24 81.0 70.1 547 1.62

500 92.9 0.91 124 92.9 576 1.51

250 61.3 1.08 79.1 61.3 542 1.61

500 77.5 0.76 120 77.5 530 1.39

250 67.3 1.19 90.1 67.3 558 1.14

500 126 1.06 177 126 639 1.09

250 58.8 1.03 82.9 58.8 386 1.72

500 118 0.91 157 118 430 1.72

250 76.0 1.33 98.3 76.0 335 1.49

500 149 1.15 181 149 379 1.52

250 64.3 1.34 95.7 64.3 206 1.11

500 117 1.10 180 117 361 1.25

直交方向

3層4プライ 19

5層5プライ

19

25

平行方向

3層4プライ 19

5層5プライ

19

25

繊維方向 CLT構成 LSBネジ山径
短期許容耐力 剛性

埋込深さ
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２－４－２    公 共 建 築 物 等 の 木 造 化 

－美郷町立美郷北学園建設（建築システムネットワーク）－ 

 

                           ※下温湯盛久、齊藤 豊 

 

【はじめに】 

 平成 22 年に「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律」が施行され、国や地方

公共団体が整備する公共建築物等（庁舎、学校、病院等）については可能な限り木造化又は内

装等の木質化を図るとの考え方が示されました。宮崎県木材利用技術センターにおいては、こ

れまでに様々な公共建築物等の設計に関する技術支援を行ってきましたが、今後ますますこの

ような技術支援が必要になってくるものと考え、公共建築物等の木造化や内装等の木質化を支

援するため平成 25 年度に「木構造相談室」を設置し、綾中学校（木造 2 階建て約 3,200 ㎡）や

美郷北学園（木造平家建て約 1,066 ㎡）の木造化について技術支援を行ってきました。 

                                                     

                             写真１ 美郷町立美郷北学園 

 

【整備方針】           

 地域との絆を紡ぎ、心豊かな児童・ 

生徒を育む学校施設づくりと、小中一 

貫校の特色を活かしたより良い学習環 

境を創出し、美郷町の自然を感じるこ 

とができるように地域の木材を利用した 

安全安心な学校生活を過ごせる施設整 

備を目指し設計を行いました。 

 

 

 

 

【設計概要】 

 様々な年代の機能、配置、雰囲気づくりを考慮し分棟方式としたことから、建築基準法上の

中庭 

中学校 

管理 

回廊イメージ 

小学校 

幼稚園 小学校 
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耐火建築物の要求は受けないものとなりました。この結果、柱や梁部材等に通常流通している

地域材（約２８０㎥）を活用する事が可能となりました。また、トラス架構による光を取り入

れるための吹き抜け天井や、光庭に地域の名産品である「しぼり丸太」による柱を使用し存在

感をプラスしています。計画の段階で、地域の森林の状況や、地域で加工・施工できる規格を

調査し、調達可能な製材品を使用し、接合金物には市販の金物を使用できる架構計画としまし

た。さらに、耐久性向上のため、軒を深くし適材適所の樹木を選択しています。 

 ①規模等：幼稚園棟木造平屋 229 ㎡、小学校棟１木造平屋 323 ㎡、 

      小学校棟２木造平屋 263 ㎡、図工室棟木造平屋 152 ㎡、 

      多目的室棟木造平屋 99 ㎡   計木造校舎 5 棟 1,066 ㎡ 

 ②設計者：有限会社本田設計 

 ③木材の調達等：地域材を活用 

 

【木材利用における留意点】 

 構造、構法、部材（製材、集成材、ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ集成材など）について、特殊な規格（断面・長

さ等）の木材を利用する場合、流通していない場合があることや製材を使用する場合、伐採や

乾燥期間を考慮した事業期間の設定が必要となることから設計の初期の段階から地域の森林組

合等と協力して作業を行い、木材の調達準備に着手しました。地域材を有効に活用するために、

立木の種類から、その伐採・製材、材料強度管理、品質に至るまで、一貫して管理を行い新校

舎の構造体としてはもちろん、内装・家具什器類にまで活用出来るよう検討を行いました。 

 

【まとめ】 

 大規模な木造・木質化建築物の設計に当っては、発注者や設計者の負担はその他の構造と比

べると重くなります。木材の調達や加工、それらに必要な期間や方法、平面計画によっては、

使用する木材の断面が大きくなり部材単価や接合単価等コスト高になったり、実現困難な設計

となる事もあることから、綾中学校建設において実施した宮崎モデルの建築システムによるネ

ットワークを構築し、発注者と木材供給者・設計者が一体となり情報の共有や意見交換・調整

を行い課題を解決していく建築システムが有効であることが実証されました。 

 

  回廊の中心となる光庭（こうてい）             材料性能（強度・品質）等の測定 
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その１ LSB を用いた接合部について 

※中谷誠、須原弘登、(京都大学) 森拓郎 

 

【緒言】 

 公共建築物等の木造化に関する法規が施行され、木造校舎などの中・大規模建築物を、地域材

により木造で建築するケースが増加している。また、木質構造物を長期間安全に使用するため、

いかにして木材の生物劣化を評価するかを目的とした研究が少しずつ取り組まれてきている。し

かしながら、中・大規模木造建築物に用いられる接合部に関する生物劣化の研究はほとんど行わ

れていない。そこで本研究では、試験方法の提案と、各種接合形式における劣化程度（生物劣化

診断機器による測定と目視を併用）と接合部の残存強度の関係を明らかにすることを目的とする。

本研究期間では、大型建築物に用いられる接合部のひとつであり、基礎的な研究データの蓄積が

多いラグスクリューボルト（以下：LSB）による接合部について検討した。 

 

【実験方法】 

試験体は、大型ネジ型接合具である LSB を用いて、通常使用される接

合形式と同様に、木口面から LSB を埋め込む接合部とした。本実験に使

用した LSB は、全長が 260mm、ネジの山側直径が 25mm、谷側直径が

20mm、ピッチが 10mm であり、木質部材の先穴直径は 22mm とした。木

質部材は断面が 150mmｘ150mm で長さ 1200mm の欧州アカマツ集成材

（E105-F300）とした。試験体は、室内を温度 28 度、湿度 80%以上に保

つよう設定されたファンガスセラーに、LSB を埋め込んだ木口面から約

20cm を土に埋め込むように立てた状態で設置した（写真 1、2 参照）。 

実験は、①定期的な劣化診断機器による測定、②残存強度測定の 2 種類

を実施した。定期的な測定では、ファンガスセラーに試験体を設置後 6、

10、15、24、32、36 ヶ月目に、重量、含水率（Kett HM-520）および超音

波伝播速度（Dr. wood (株)秋田エスケイケイ社製）を測定した（写真 3

参照）。測定箇所は含水率が 3 箇所、超音波測定が 5 箇所とした（図 1 参

照）。なお、超音波伝播速度の測定は図中の矢印の間とした。 

残存引抜き性能評価実験は、15 ヶ月目と 36 ヶ月目の測定後に、ファン

ガスセラーより試験体を取り出し、屋内において一定期間養生した後に、

実施した。また、引抜き実験直前にも定期測定を行った。 

試験体数は全 9 体とし、15 ヶ月目に 5 体（試験体名 L1～L5）、36 ヶ月

目に残り 4 体（試験体名 L6 ～L 9）とした。また、比較として 15 ヶ月間

屋内で保管した同寸法の健全試験体 3 体を引抜き実験に供した。 
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図 1 各測定位置 

 

 

写真 1 試験体の設置状況 

 

写真 2 試験体(36 ヶ月目) 

 

写真 3 超音波測定 

 

２－４－３ 大型木造の接合部における生物劣化を評価するための基礎的研究 
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【結果】 

試験体の重量変化を図 2 に示す。

重量は、気乾状態の試験体がファン

ガスセラーに設置後 10 ヶ月目まで

水分を吸収することで増加した。そ

の後、ほぼ一定の重量を示した。こ

の間における土中での部材の含水

率は約 100%であり、地際では約

40%であった。また、地上部分では

約 20％であった。 

36 ヶ月目に取り出し養生した試

験体（気乾状態）の重量は、試験開

始直後と比較して、平均 0.6%の微

増であり、生物劣化による試験体全

体の重量の変化は認められなかっ

た。ここで、15 ヶ月目の試験体の

重量が初期値より大きいのは、養生

期間が 1 ヶ月半と短く、気乾状態ま

で乾燥が進まなかったためである。 

超音波伝播速度の変化を図 3 に

示す。最も木口に近い位置①（図 1

参照）で、初期測定値に対する低下

率が最も大きいことが分かる。しか

し、地上部の位置③と④では低下が

ほとんど見られなかった。養生後に

気乾状態になった試験体において、

位置①での測定値は初期値に比べ

て平均 24％、位置②で平均 12％の

低下が認められた。 

12
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重
量
（k
g）

測定時期

L1
L2
L3
L4
L5
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L8
L9

開始直後 6ヶ月 10ヶ月 15ヶ月 24ヶ月 32ヶ月 36ヶ月

15ヶ月目取り出し
養生後

36ヶ月目取り出し
養生後

 

図 2 各定期測定時の重量 
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開始直後 6ヶ月 10ヶ月 15ヶ月 24ヶ月 32ヶ月 36ヶ月 養生後

図 3 各定期測定時の超音波伝播速度（L6 試験体） 

注）位置①から⑤は図 1 参照 

残存強度測定実験の結果を図 4 に示す。超音波伝播

速度は、ファンガスセラーにおける 36 ヶ月の処理に

より、最も劣化が進んでいる土中の木口面付近におい

て、健全試験体と比べて平均で 25%低下し、最大引抜

き荷重は平均で 30%低下することが分かった。ただ

し、最大荷重時の変位と初期剛性は健全材とほぼ同じ

値となった。15 ヶ月目試験体の各測定値が 36 ヶ月目

の試験体より低いのは、試験時における木口に近い部

分（接合部側）の含水率が平均で 36.6%と、36 ヶ月目

試験体の平均 10.1%よりも高いことによる。しかし、

本実験条件では、含水率の影響も含め、超音波伝播速

度が遅くなると、最大荷重が低下する傾向が見られ

た。今後、更なる検討を実施することで残存性能の評

価に使用できるようになると考えている。 
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図 4 引抜き荷重と超音波伝播速度の関係 

 

 

【考察】本研究により、ファンガスセラーを利用することで、LSB を用いた接合部を選択に劣化

させ、生物劣化による実験が可能であることがわかった。また、超音波伝播速度が遅くなると LSB

の最大引抜き荷重が低くなる傾向がみられ、残存強度の推定に超音波伝播速度の測定が有効であ

る可能性が示された。 
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重量
（ｋｇ）

材長
（ｍ）

元口径
(cm)

末口径
(cm)

両木口
直径比

両木口
平均径
(cm)

元口
断面積
（c㎡）

末口
断面積
（c㎡）

両木口
断面積比

元口
年輪数

末口
年輪数

419.9 4.123 45.0 37.6 1.189 41.3 1652.4 1143.0 1.4 49 42
803.0 4.251 62.4 48.6 1.368 55.5 3056.6 1854.1 1.9 77 71
188.5 4.017 29.8 26.3 1.090 28.1 697.1 543.0 1.2 34 26
157.0 0.033 9.2 6.4 0.069 7.7 658.2 375.4 0.2 9 8
37.4 0.8 20.4 16.9 5.8 18.6 39.8 32.8 11.7 18.6 18.9

平 均 値

最 大 値
最 小 値
標 準 偏 差
変 動 係 数

元口平均
年輪幅
(mm)

末口平均
年輪幅
(mm)

両木口平
均年輪幅

(mm)

元口10年
輪平均径

（cm）

末口10年
輪平均径

（cm）

両木口10年
輪平均径

（cm）

10年輪元口平
均年輪幅

(mm)

10年輪末口
平均年輪幅

(mm)

10年輪
平均年輪幅

(mm)
4.6 4.5 4.6 15.1 15.0 15.1 7.5 7.5 7.5
6.5 5.9 6.1 26.8 20.4 23.5 13.4 10.2 11.8
3.0 3.1 3.0 3.6 8.6 7.6 1.8 4.3 3.8
0.6 0.5 0.6 3.1 2.2 2.3 1.5 1.1 1.2
13.5 12.0 12.2 20.2 14.6 15.5 20.2 14.6 15.5

平 均 値

最 大 値
最 小 値
標 準 偏 差
変 動 係 数

測定項目等
材長（ｍ）
重量（kg）
固有振動数（Hz）
末口・元口径（cm）
両木口直径比
両木口平均径（cm）

丸太材積（ｍ３）

末口・元口断面積（cm２）
両木口断面積比
末口・元口年輪数
末口・元口平均年輪幅（mm）
両木口平均年輪幅（mm）
末口・元口10年輪径（cm）
両木口10年輪平均径（cm）
末口・元口10年輪平均年輪幅（mm）
両木口10年輪平均年輪幅（mm）

未成熟材材積（ｍ３）
未成熟材率（％）
細り率
未成熟材細り率

見かけの密度(kg/ｍ3)

縦振動ヤング係数（kN/mm２）

末口・元口10年輪平均径×10／２／10
（末口10年輪平均年輪幅＋元口10年輪平均年輪幅）／２

末口・元口径×10／２／末口・元口年輪数

末口・元口径２×3.14／４
元口断面積／末口断面積
目視

測定方法等

重量／（両木口平均径２×3.14／４×材長×１／10,000）

未成熟材材積／丸太材積×100
（元口径－末口径）／材長×100
（元口10年輪径－末口10年輪径）／材長×100

元口径／末口径
（末口径＋元口径）／２

（末口平均年輪幅＋元口平均年輪幅）／２
末口・元口における10年輪目までの短径・長径の平均値

（末口10年輪径＋元口10年輪径）／２

（２×材長×固有振動数）２×見かけの密度／１０９

両木口10年輪平均径２×3.14／４×材長／10,000

メジャー

重量計（秤量2000kg）
FFTアナライザー（リオン(株)シグナルアナライザーSA-74）

直径巻き尺

両木口平均径２×3.14／４×材長×１／10,000

２－５ 大径材を活用した家づくりなど住宅産業等との連携の促進 

２－５－１     大径材等の地域特性に関する研究 

－県南地域について－ 

                            ※平郡雄二、荒武志朗 

【緒言】 

本県では、スギを中心とする人工林資源が充実し、大径材の取扱量が年々増加傾向にある。こ

のような中、平成 22 年に公共建築物等木材利用促進法が施行され、公共建築物等における木材利

用の方向性が示された。これを受けて、部材供給側の情報の一部として、スギ大径材をメインに

県内の流通材の強度特性を明らかにするとともに、測定項目等と縦振動ヤング係数との関連性を

中心に簡易な縦振動ヤング係数の推定方法について検討した。  

【実験方法】           

 県内で最も大径化が進んでいると思われる県南      表 1 丸太の測定項目等 

地域の原木市場（宮崎県森林組合連合会日南林産

物流通センター）において、長さ 4ｍ、末口径級

24～28cm、30～38cm、40cm 以上の 3 区分に仕分

けされているスギ丸太について、各径級 50 本ずつ

合計 150 本の縦振動ヤング係数等を測定した。測

定項目等を表 1 に示す。丸太の縦振動ヤング係数

（Eｆ）は、FFT アナライザーを用いて固有振動数

を測定し(1)式から算出した。 

 Ｅf＝（２Ｌｆ）2ρ／１０9    (1) 

 Ｌ：材長（ｍ） ｆ：固有振動数（Hz） 

 ρ：見かけの密度（Kg／ｍ3） 

また、髄から 10 年輪目までの範囲を未成熟材と

仮定して、未成熟材材積と未成熟材率を算出した。 

【結果および考察】 

 測定結果等を表 2 に、径級別Ｅf のヒストグラム

を図 1 に示す。Ｅf は 4.47～8.73kN/mm
2に分布しており、平均値が 6.45kN/mm

2で、結果として

素材の日本農林規格に規定されているＥf70 以上が 7 割を占めた。径級別のＥf の平均値は、24

～28cm が 6.99kN/mm
2、30～38cm が 6.67kN/mm

2、40cm 以上が 5.71kN/mm
2であり、径級が大

きくなる程、Ｅf が低下する傾向を示した。 

表 2 丸太の測定結果等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未成熟材
材積

(m3)

未成熟材
率

（％）
細り率

未成熟材
細り率

丸太材積

(m3)

密度

(kg/m3)

固有振動数
（Ｈｚ）

縦振動ヤング
係数

Ef(kN/mm2)

日本農林規格の縦

振動ヤング係数区

分　Ｅｆ

0.075 15.1 0.0178 0.0001 0.571 736 359.3 6.45 70
0.178 27.9 0.0405 0.0157 0.989 907 455.0 8.73 90
0.019 2.2 0.0062 -0.0223 0.258 607 292.5 4.47 50
0.023 6.5 0.0085 0.0061 0.207 58 34.5 0.96
30.4 43.1 47.5 5801.1 36.2 7.9 9.6 14.9

最 小 値
標 準 偏 差
変 動 係 数

平 均 値

最 大 値
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 測定項目等 相関係数

固有振動数（Hz） Ｒ＝0.9132**

重量（kg） Ｒ＝-0.7458**

細り率 Ｒ＝-0.7407**

元口断面積（c㎡） Ｒ＝-0.7163**

元口径(cm) Ｒ＝-0.7053**

丸太材積(m3) Ｒ＝-0.6838**

両木口直径比 Ｒ＝-0.6793**

両木口断面積比 Ｒ＝-0.6784**

両木口平均径(cm) Ｒ＝-0.6732**

末口断面積（c㎡） Ｒ＝-0.6202**

末口径(cm) Ｒ＝-0.6131**

元口平均年輪幅(mm) Ｒ＝-0.5774**

両木口平均年輪幅(mm) Ｒ＝-0.5339**

未成熟材率（％） Ｒ＝0.5087**

末口平均年輪幅(mm) Ｒ＝-0.4291**

元口年輪数 Ｒ＝-0.3616**

見かけの密度(kg/m3) Ｒ＝-0.3367**

末口年輪数 Ｒ＝-0.2747**

未成熟材細り率 Ｒ＝0.2334**

未成熟材材積(m3) Ｒ＝-0.0842

材長（ｍ） Ｒ＝0.0952

**：危険率１％で有意な相関

（2）

（3）

（4）

（5）

（6）

（7）

（8）

（9）

（10）

（参考）　Ｙ＝0.0253Ｘ1－2.6533　Ｒ2=0.8339**，**：危険率１％で有意な相関

Ｙ＝-25.1214＋0.034532Ｘ１－0.00015Ｘ２＋0.008299Ｘ３＋3.18282Ｘ４　　　　　　　　　 　 Ｒ２＝0.9950**　補正Ｒ２＝0.9949

Ｙ＝-25.9958＋0.0352Ｘ１＋0.008498Ｘ３＋3.285645Ｘ４　　　　　　　　　　　　　 　　   　　  Ｒ２＝0.9948**　補正Ｒ２＝0.9947

Ｙ：縦振動ヤング係数（kN/mm2）　X１：固有振動数（Ｈｚ）　Ｘ２：重量（kg）  Ｘ３：見かけの密度　 Ｘ４：材長　 Ｘ５：細り率

Ｘ６：元口断面積（cm２）　Ｘ７：元口径（cm）　Ｘ８：末口径（cm）

Ｙ＝-11.4385＋0.033601Ｘ１－0.00036Ｘ２＋0.008114Ｘ３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 Ｒ２＝0.9833**　補正Ｒ２＝0.9829

Ｙ＝-0.16865＋0.020431Ｘ１－0.00171Ｘ２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　Ｒ２＝0.8808**　補正Ｒ２＝0.8792

Ｙ＝-2.05443＋0.030587Ｘ１＋0.009932Ｘ２＋40.52978Ｘ５－0.00139Ｘ６－0.11287Ｘ７　　Ｒ２＝0.9741**　補正Ｒ２＝0.9732

Ｙ＝-4.15461＋0.02967Ｘ１＋0.009647Ｘ２＋42.73404Ｘ５－0.00294Ｘ６　　　　　　　　　　　Ｒ２＝0.9657**　補正Ｒ２＝0.9647

Ｙ＝0.124251＋0.026714Ｘ１＋0.006958Ｘ２－0.13767Ｘ７　　　　　　　　　　　　　　　 　 　 　Ｒ２＝0.9583**　補正Ｒ２＝0.9575

Ｙ＝0.513583＋0.020766Ｘ１－0.03381Ｘ７　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　Ｒ２＝0.9114**　補正Ｒ２＝0.9102

Ｙ＝0.184631＋0.022075Ｘ１－0.04416Ｘ８　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　Ｒ２＝0.9058**　補正Ｒ２＝0.9045
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また、未成熟材率の平均値は、15.1％で、こ

のうち 24～28cm が 21.8％、30～38cm が

14.9％、40cm 以上が 8.7％であり、径級が大

きくなる程、未成熟材率が低下する傾向を示

した。なお、未成熟材材積の平均値は、0.075

ｍ3で、このうち 24～28cm が 0.074ｍ3、30

～38cm が 0.081ｍ3、40cm 以上が 0.071ｍ3

であった。 

測定項目等とＥf の主な単相関係数を表 3

に示す。Ｅf と相関が最も高いのは固有振動    図 1 径級別縦振動ヤング係数分布 

数 0.91 で、次に重量－0.75、細り率－0.74、           表 3 測定項目等とＥf 

元口断面積－0.72、元口径－0.71 の順となった。            との単相関係数 

また、未成熟材率の単相関係数は 0.51 で、危険率 1％で有意な相関

を示したが、径級別で見ると 24～28cmが 0.54、30～38cmが 0.07、

40cm 以上が－0.10 であった。なお、24～28cm は 2 番玉が多いも

のと思われ、ヤング係数の比較的高い成熟材が含まれていたものと

推察される。見かけの密度の単相関係数は－0.34 で、このうち 40cm

以上の丸太で見ると－0.62でともに危険率1％で有意な相関を示し

た。 

 有馬らは、丸太をヤング係数で 2 分した場合、製材した集成材ラ 

ミナのヤング係数に違いが見られ、丸太の強度等級区分が効果的で

あることを報告している 1)。 

そこで、今回調査を行った測定項目等と縦振動ヤング係数との関

連性をもとに、縦振動ヤング係数を簡易に推定する方法について検

討を試みた。表 1 の項目を説明変数とし、丸太の縦振動ヤング係数

を目的変数とした重回帰分析を行った結果を表 4 に示す。 

自由度修正済み決定係数（補正Ｒ2）から、(2)から(7)式のあてはま

りがよいが、説明変数が多く手間を要するほか、(5)及び(6)式では

多重共線性の可能性がある。今回調査した範囲では、(10)式の固有振動数と重量を説明変数とす

る重回帰式よりも、(8)式や(9)式の固有振動数と元口径又は末口径を説明変数とした方が決定係数

の値が高く、分散分析による検定の結果、危険率 1％で有意な相関がみられ、重量計を用いずに

縦振動ヤング係数をある程度推定できる可能性があることが示唆された。 

 これらのことから、公共建築物等の建設に伴い地域材を利用する場合は、中間土場等において、

丸太を抽出して(1)式により丸太の縦振動ヤング係数を算出し、(8)式や(9)式の重回帰式を求めて

調整した後、残りの丸太について固有振動数と元口径又は末口径を測定し、縦振動ヤング係数の

低い大径材を区分すれば、製材ロスが少なくなり、強度を要する構造材が簡易に効率よく合理的

に調達できる可能性があるものと示唆されるが、更にデータ収集を行い検討していく必要がある。 

        表 4 縦振動ヤング係数を目的変数とした重回帰分析結果 

 

【謝辞】御協力を頂いた宮崎県森林組合連合会及び日南林産物流通ｾﾝﾀｰに厚くお礼申し上げます。 

【文献】 

1) 静岡県集成材工業会：昭和 62 年度国産針葉樹多目的利用促進事業報告書，1-32（1988） 
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２－５－２  スギ厚板を利用した新たな構造材及びその利用技術の開発 

       －宮崎県産スギを用いた枠組工法耐力壁の面内せん断性能－ 

     

                                田中 洋 

 

【緒言】 

2009 年に策定された森林・林業再生プランにおいて、10 年後の木材自給率を 50%以上とする

目標が示され、これまで輸入材等が利用されてきた分野における国産材需要の拡大が急務となっ

ている。そのような中、枠組壁工法の住宅メーカー等が国産材を積極的に採用する動きが拡大し

ており、宮崎県内にも枠組壁工法構造用製材の JAS 認定工場が現れ始めている。そこで、本報で

はスギ枠組材を用いた耐力壁の性能確認を目的に実施した面内せん断試験等の結果を報告する。 

 

【実験方法】 

１ 釘接合部の一面せん断試験 

「枠組壁工法建築物構造計算指針（（社）日本ツーバイフォー建築協会編）」（以下「指針」）

にしたがって、構造用面材を側材に用いた釘接合部の一面せん断試験を行った。 

図 1に試験体形状を示す。主材（枠組材）にはスギ 204 材（JAS甲種 2 級、平均密度 362kg/m3、

平均含水率 9.1%）および S-P-F 204 材（JAS 甲種 2 級、平均密度 485kg/m3、平均含水率 13.3%）

を用い、側材（面材）には厚さ 9mm の構造用パネル（欧州産 OSB、JAS 4 級、平均密度 632kg/m3）

を用いた。主材および側材は、繊維方向並びにエレ

メントの配向方向が加力方向と平行になるように

採取し、CN50 釘で接合した。試験には万能試験機

AG-1（島津製作所製）を用い、加力速度 2mm/min

で圧縮単調加力を行った。主材と側材の相対変位は、

変位計 CDP-50（東京測器製）により試験体の 2 箇

所で計測した。試験体数は各条件 6 体とした。 

２ 耐力壁の面内せん断試験 

「指針」にしたがって、無載荷式の面内せん断試

験を行った。 

図 2 に試験体形状を示す（壁長 1,820mm、壁高

2,450mm）。コンポーネント工場において、全ての枠

組材にスギ 204 材を採用したパネル（A タイプ）と、

たて枠のみスギ 204 材、上枠、下枠および頭つなぎ

を S-P-F 204 材としたパネル（B タイプ）を製造し

た。各部材相互の緊結は国交省告示第 1541 号（以下

「告示」）に準拠し、OSB（3×8 サイズ、2 枚）を

CN50 釘で枠組材の片側全面に留め付けた（釘間隔：

外周部 100mm、中間部 200mm）。試験には壁せん断

試験機 ACT-20S（鷺宮製作所製）を用い、正負交番

3 回繰り返し加力で、最大荷重の 80%の荷重に低下

するまで加力を行った。上枠と下枠の水平方向変位

および柱脚部の鉛直方向変位の計測には、変位計

SDP-100C、DP-1000E（東京測器製）を用いた。試

験体数は各条件 5 体とした。 

 

 

【結果及び考察】 

１  釘接合部の一面せん断試験 

図 1 釘接合部試験体の形状 

図 2 耐力壁試験体の形状 
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  図 3 に荷重-変位関係（各条件試験体 6 体の平均）を示す。主材にスギを用いた試験体ではパ

ンチングアウトで終局に至る場合が多く、主材に釘がめり込み、粘りのある挙動を示した。主

材に S-P-F を用いた試験体では主材へのめり

込みが小さく、釘の引き抜けが生じて、最大荷

重に達した後早期に荷重が低下する場合が多

かった。 

表 1 に試験で得られた特性値の一覧を示す。

スギと S-P-F を比較すると、初期剛性はスギの

方が約 15%低かったが、最大耐力や降伏耐力に

ついてはスギの方が若干高い値を示した。 

なお、表 1 のスギ-OSB 接合部の特性値を用

いて、「指針」に示された耐力壁設計法により

図 2（A タイプ）の耐力壁の許容せん断耐力

Qa と剛性 K を算出した結果、Qa =11.9kN（壁

倍率 3.3 相当）、K=870N/mm（壁倍率 3.9 相

当）となり、「告示」に規定される壁倍率 3 を

上回った。 

２  耐力壁の面内せん断試験 

  図 4 および図 5 に試験体の破壊状況、並びに終局加力を行った側の荷重-変形角関係（各条件

試験体 5 体の平均）を示す。荷重の増加とともに面材の釘接合部の変形が進み、終局時の破壊

形態も、面材の釘接合部の破壊（パンチングア

ウトや釘の引き抜け、枠組材の割れなど）が主

体であった。 

枠組材相互の接合部で引き抜け、めり込みが

観察されたが、A、B 両タイプで破壊形態の違

いは認められず、図 5 の包絡線にも差はなかっ

た。 

表 2 に試験で得られた特性値の一覧を示す。

A、B 両タイプともに壁倍率は 3.5（低減係数α

除く）となり、「告示」に規定される壁倍率 3

を満足する結果が得られた。 

 

【まとめ】 

 本試験により、スギ枠組材を用いた耐力壁の性能が確認され、大手住宅メーカー等に本県産ス

ギのたて枠材が採用されることとなった。今後、パネルごとに長さが異なる上枠や下枠材にもス

ギを安定供給できる体制が整えば、枠組壁工法におけるスギ利用がさらに広がるように思われる。 

 

※ 本試験は、(株)もくみと共同で行いました。 

 

図 3 平均荷重変位曲線 

図 4 破壊状況の一例 

表 1 強度特性値一覧（釘接合部） 

AV SD TL AV SD TL

Pmax (kN) 1.27 0.106 1.24 1.15 0.0754 1.13

Py  (kN) 0.681 0.0615 0.663 0.645 0.0428 0.633

K  (kN/mm) 0.799 0.0957 - 0.946 0.1335 -
Pmax：最大耐力、Py：降伏耐力、K：初期剛性

AV：平均値、SD：標準偏差、TL：信頼水準75%の50%下限許容限界

スギ-OSB S･P･F-OSB

図 5 平均荷重変形角曲線（包絡線） 

表 2 強度特性値一覧（耐力壁）

AV SD TL Po 壁倍率 AV SD TL Po 壁倍率

Pmax (kN) 25.5 1.28 - - - 24.3 1.48 - - -
Py (kN) 14.0 1.05 13.7 13.9 0.79 13.7
0.2Pu /Ds  (kN) 13.2 1.58 12.6 13.0 1.70 12.5
2/3Pmax (kN) 17.0 0.85 16.7 16.2 0.99 15.9
P 120 (kN) 15.7 1.39 15.2 15.1 1.36 14.6
Pu (kN) 22.7 1.13 - - - 21.8 1.38 - - -

K (103kN/rad.)2.28 0.30 - - - 2.28 0.36 - - -
μ 4.77 1.08 - - - 5.00 0.83 - - -
[Aタイプ]枠組材は全てスギ、[Bタイプ]たて枠：スギ、上枠・下枠・頭つなぎ：S･P･F
　Pmax・Py・K：表2参照、Pu：終局耐力、Ds：構造特性係数、P120: 1/120rad.時の耐力
　μ：塑性率、AV・SD・TL：表2参照、Po：短期基準せん断耐力

3.5

Bタイプ

12.6 12.53.5

Aタイプ
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Fig.1 保管場所① 

Fig.3 ペレット含水率及び相対湿度(都城市に設置されたアメダスが
記録した各月の観測前10日間平均*2) 

Fig.2 保管場所② 

Tab.1 相対湿度制御下におけるペレットの含水率変化 

相対湿度 \ ペレット A B C

50% 8.7 8.6 10.1

70% 11.3 11.1 12.7

90% 15.1 14.8 16.3

平均 11.7 11.5 13.0

２－６ 木質バイオマスの利用拡大  

２－６－１           木質ペレットの長期保管 

堂籠 究

【緒言】 

近年宮崎県において, 施設園芸用の熱源として木質

ペレットを燃料とする木質焚きボイラの導入が進めら

れている*1. 施設園芸用ボイラは, 低気温期における

ハウス内の温度管理を主な目的とするため, 木質ペレ

ットの使用時期は冬期に限られる. そのため, 夏期に

製造したペレットは工場内での長期保管が想定され, 

また購入後もボイラ使用時期を過ぎ, 使用しなかった

ペレットは年単位の保管が予想される. 

木質焚きボイラの木質ペレットの燃料効率は, その

含水率に大きく影響を受ける. 本研究においては, ペ

レット製造後, 製造工場内や購入者の土場などで長期

保存されたことを想定し, 実際に木材利用技術センタ

ー内で木質ペレットの長期保管を行い, 保管の目安を

把握することを目的とした. 

 

【実験操作】 

県内において, 製造・一般販売を行っているペレッ

ト工場から 3 種類のペレット(全木ペレット 2 種, バ

ークペレット1種)を購入し, 100Lサイズのフレコン

バック(ポリプロピレン製, 500mmΦ×500mmH)に

20kgずつペレットを入れ, 2014年5月より, ①木材

利用技術センター材料実験棟長期性能試験室, ②木材

利用技術センター加工実験棟機械制御室外軒下の2か

所で保管を行った. 保管場所①は建屋内で保管するケ

ースを, 保管場所②は屋外(屋根あり)で保管するケー

スを想定した. 

保管後それぞれ(ペレット 3 種類×保管場所 2 か所

=6条件)について1月毎に含水率(Wet base)を測定し

た.  

また, 恒温恒湿機を用いて相対湿度制御下における

各ペレットの含水率を調べた. ペレットをそれぞれ恒

温恒湿機の中に入れ, 室温を固定し, 相対湿度を7日

ごとに,  

90%→70%→50%→70%→90%→70%→50%→70%

→90%→70%→50% 

と3つの状態に変化させ, それぞれにおける含水率を

測定し各湿度における含水率の平均値を求めた. 

 

【結果および考察】 

含水率の年間変化を Fig.3 に示す. ペレットの種類, 

保管条件にかかわらず全てのペレットで含水率の上昇

が見られた. 

保管場所別に比較すると, 3種のペレット平均で, 建 

屋内で1.0%, 軒下で1.8%の含水率の上昇が見られ, 1 

年間の変化幅は建屋内保管の方が小さかった. すべて 

のペレットにおいて, 保管を開始した2014年5月か 

ら11月前後までは含水率の上昇が見られたが, それ 

 

以降は上下を繰り返しており, 平衡含水率に近づいて

いくと考えられた.  

ペレットごとに比較すると, ペレット A の含水率

は9.6～11.2%, ペレットBは8.7～10.8%, ペレットC 

は 10.4～12.3%の間で変化し, 毎月の含水率の測定に

おいて, 含水率は常に C>A>B の関係になっていた. 

恒温恒湿機内において湿度を変化した試験(Tab.1)に

おいても, 各湿度における含水率は C>A>B の傾向が

見られ, 各ペレットの保湿性の違いが示された. 

含水率については上昇率, 変化率ともに建屋内保管

の方が小さく, 建屋内保管が望ましいと考えられた. 

また含水率の変化傾向から, いずれの保管場所におい

ても, 保管から 6 か月以内の使用が望ましいと考えら

れた. それ以降であれば, 保管期間が長くなるほど含

水率が上昇する傾向が見られるものの, 変動はなだら

かとなるため, いずれの時期に使用しても含水率によ

る発熱量の損失の差は小さいと考えられた. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考文献】 

*1宮崎県山村・木材振興課 宮崎県の林業・木材産業の動向 (2011) p.22 

*2気象庁 ホームページ http://www.jma.go.jp/jma/menu/menureport.htm
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２－６－２    未利用木質資源の半炭化による利用法の開発 

                                     須原弘登 

【諸言】 

 

未利用木質資源である林地残材や樹皮の有効利用のため、低温炭化処理による半炭化物を作成

し再生可能エネルギーとしての利用を検討する。これまでの検討でスギの各部位（材、樹皮、枝

葉）を用いて炭化処理した際の物性を評価しており、300℃以下で処理することでペレットよりも

発熱量当たりのコストが 6-18 %程度向上することが予想され、特に針葉、樹皮を用いることが経

済的に有利であることが示された。 

昨年までの検討を基に、未利用木質資源の燃料利用の実用化を図るため、本年度は、 

1: さまざまな未利用木質資源についての発熱量測定をおこない、特に近年利用の減少に伴い放

置竹林の拡大が問題となっているタケについて、モデル的に炭化処理を行い、炭化処理温度

の違いによる熱回収量や発熱量の変化を調べた。 

2: 中型のロータリーキルン式電気炉を用いて半炭化物作製の実証試験行い、この際の熱回収量

や炭化物の発熱量をモデル試験での結果と比較した。また、この炭化処理の際に消費するエ

ネルギー量(電気量)の測定をおこなった。 

3: 小口消費者への販売を想定し、作成した炭化物の燃焼試験をペレットストーブを用いて行っ

た。 

【試験方法】 

炭化試験：材料にはタケの稈部、葉部を用いた。105℃で絶乾したそれぞれの材料を計りとり、

ステンレスボウルに入れて、真空炭化炉で所定の温度（稈部 150~800℃、葉部 200~300℃）で 3

時間の炭化処理を行った (n=1)。炭化処理後、105℃で絶乾し、重量回収率を求めた。 

ロータリーキルンによる炭化試験：スギの小径材をウッドチッパー（大橋 GS92G）で粉砕したも

のを篩で選別し 3~7.5mm の画分を材料として用いた。炭化処理には 105℃で絶乾したもの、風

乾（含水率 10～12%；湿量基準）したもの、生材（含水率 41%；湿量基準）各 500gを用い、ロ

ータリーキルンで所定の温度（230, 250, 260, 275, 300）でおよそ 20分の炭化処理を行った (n=3)。

炭化処理後、重量回収率を求めた。 

消費電力測定：消費電力はクランプ電力計（クランプオンパワーハイテスタ HIOKI 3166）を用

いて測定した。 

発熱量測定：炭化物をアブソリュートミル（アズワン）で粉砕し、粒径 250µm（60mesh）以下

の粉末を用い、ボンベ式熱量計（Shimadzu CA-4PJ）で発熱量を測定した。 

ペレットストーブでの燃焼試験：ロータリーキルンで製造した半炭化物（絶乾材の炭化物；230、

260、300℃焼成）を、九州オリンピア株式会社所有のペレットストーブ（暖房出力 9.3~23.3 KW/ 

8,000~20,000 kcal/h；暖房面積 90~165 m2）を用いて燃焼試験を行った。 
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【結果・考察】 

1. さまざまな未利用木質資源の発熱量測定：未利用

(木質)バイオマスとして入手の容易な雑木・雑草の材

や枝葉 40 種について発熱量を測定した。発熱量は植

物質のものであれば発熱量に大きな相違はなく、ほと

んどが 19000 ~ 21000 J/gであった。しかしイネ科植

物やイモヅルでは発熱量が 18000 J/g前後と低くなる

傾向が見られた。未利用木質資源として用途の開発が

求められているタケについて、真空炭化炉で炭化試験

を行い炭化温度ごとの重量回収率、発熱量（図 1）、

熱回収量などを分析した。分析の結果、タケ稈部は重量

回収率、発熱量、熱回収量の全てにおいてスギの材部とほぼ同様の挙動を示した。一方で葉部は

重量回収率、発熱量はスギ材部と同様の挙動を示したように見えたが、熱回収率がスギの各部(材、

樹皮、枝葉)やタケ稈部を炭化処理したものと比べて低くなった。 

2. ロータリーキルンを用いた炭化処理：当センター所有

のロータリーキルン電気炉を用いてスギ材部チップの炭

化処理を行い、中規模スケールでの半炭化処理の実証試

験を行った。炭化試験の結果、絶乾材はモデル的に炭化

したスギ材と同様の重量回収率と発熱量の変化を示した。

乾燥材もモデル炭化物の重量回収率、発熱量と似た挙動

を示すが、300℃処理付近での発熱量が低くなる傾向が

見られた。本処理による消費電力量は 0.56 ~ 0.74 

KWh/kgであった。 

3. ペレットストーブによる燃焼試験：上記 2項で作成し

た半炭化物の燃焼試験を市販のサイクロン式ペレットス

トーブを用いて行った。作成した炭化物はストーブでの

燃焼は可能であったが、炭化により嵩密度が低下したた

め、炉への炭素投入量が少なくなり、低負荷運転となり

やすいことが分かった。また燃焼炉部分の風により炭化

物が燃焼炉外へはじき出されてしまい、不完全燃焼する

ものが多かった。燃料送り速度を最大にし、炉内風力を

弱くすることで安定燃焼できた。今回の試験では装置出

力の下限付近での稼働となっていることが示唆され、当

該燃焼機器に即適用することは難しいことが示された。

また、炭化物の燃焼特性の１つとして、高い熱量を放出

しながら短時間で燃え尽きてしまう現象も確認された。このことから、より低出力の燃焼機器で

の利用か、もしくは半炭化物の本来の物性を活かした火力発電所のような大容量施設への多量投

入が望ましいと考えられた。さらに、なんらかの方法で高密度化処理を行い嵩密度を高くするこ

とも有効な手段と考えられた。 
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２－７　 研　究　発　表（口　頭）

開催年月 学会名 場　所 氏　名 題　　名 要旨集

2014.8.10-14
WCTE2014(World Conference on
Timber Engineering)

カナダ

Takuro Mori,Makoto
Nakatani,Ying Hei Chui,Meng
Gong,Hiroshi Isoda,Kohei
Komatsu

PULL-OUT STRENGTH PROPERTIES OF
LAGSCREWBOLT CONNECTION IN CROSS
LAMINATED TIMBER

（CD-
ROM）

田中　洋
宮崎県産スギを用いた枠組壁工法耐力壁の面内せ
ん断性能

p.19-20

兒玉了一、小田久人 スギ心去り構造材の乾燥性 p.27-28

2014.9.12-14 2014年日本建築学会大会（近畿） 兵庫県 中谷誠、森拓郎、鈴木圭
CLTからのLSBの引抜き性能に縁端距離と埋め込み
深さの及ぼす影響

p.493-
494

中谷誠、須原弘登、鈴木圭
大型木造の接合部における生物劣化を評価するため
の基礎的研究

p.23-24

須原弘登、中谷誠、森拓郎、
伊藤貴文

間伐材等林地残材のシロアリによる劣化促進 ｐ.25-26

2015.2.27 第43回シイタケ談話会 宮崎県 須原弘登
照葉樹林の木材腐朽菌と綾ユネスコパークのきのこ
調査

-

2015.3.16-18 第65回日本木材学会大会 東京都
荒武志朗、松元明弘、椎葉
淳

スギ大径材から得られた心去り平角材のクリープ　-
梁皆面を追い柾取りとした場合の特性とクリープ調整
係数の予測-

（CD-
ROM）

2015.3.24
第277回生存圏シンポジウム　平成26
年度木質材料実験棟全国共同利用研
究成果報告会

京都府 中谷誠、森拓郎、田中洋
CLT（Cross laminated timber）を用いた中・大規模木
造建築物の開発

p.21-26

第21回日本木材学会九州支部大会 熊本県2014.9.11-12

第273回生存圏シンポジウム　平成
26年度DOL/LSFに関する全国・国
際共同利用研究成果発表会

注１ 共同研究者の所属は省略しています。

京都府2015.2.23
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２－８　研　究　発　表（展　示）

開催年月 学会名 場　所 氏　名 題　　名 要旨集

Shiro Aratake, Akihiro
Matsumoto and Atsushi Shiiba

BENDING PERFORMANCE AND CREEP OF FLAT
SQUARES WITHOUT PITH SAWN UP FROM SUGI
LARGE DIAMETER LOGS －EFFECTS OF
LOADING DIRECTION－

Makoto Nakatani, Hideki Morita,
Takuro Mori

REINFORCEMENT OF SHEAR FAILURE WITH
LONG SCREW IN MOMENT- RESISTING JOINT

2014.9.10-12
日本きのこ学会25周年記念大会
（第18回大会）

京都府

西田麻里奈、Hai-Bang Tran、須
原弘登、土居克実、深見克哉、
Gopal Plasad Parajuli、渡辺和
夫、Mahrsh Kumar Adikari、
Hirakaji Manandhar、清水邦義

ネパール原生きのこ抽出物がメラニン生合成に与え
る影響

-

2014.9.11-12
第21回日本木材学会九州支部大
会

熊本県
松尾タケル、中川敏法、須原弘
登、主計高弘、清水邦義

機能性増強を目指した担子菌によるモウソウチク
（Phyllostachys pubescens)のバイオリファイナリ-

p.41-42

2014.10.23-24 2014年度色材研究発表会 愛知県 岩崎新二
木材保護塗料の屋外耐候性レベルアップの研究
（Ⅱ）

p.166-
167

堂籠究、須原弘登 木材腐朽菌を用いたスギ樹皮のコンポスト化

中谷誠、須原弘登、森拓郎
大型木造の接合部における生物劣化を評価するた
めの基礎的研究　その１　LSBを用いた接合部につ
いて

平郡雄二、荒武志朗
宮崎県産スギ大径材等の地域別材質特性（Ⅰ）
-県南地域について-

2015.3.16-18 東京都
（CD-
ROM）

注1  共同研究者の所属は省略しています。

2014.8.10-14
13th World Conference on Timber
Engineering (WCTE2014)

カナダ
（CD-
ROM）

第65回日本木材学会大会
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２－９　研　究　発　表（誌　上）

発行年月 書籍名 氏　　名 題　　名 掲載項

2014年6月 林業みやざき　No.533　4・5・6月号 中谷　誠 ＣＬＴ（直交集成板）の接合部の開発 p.12-13

2014年6月
都城地区木材青壮年会　会報誌　団
結　-今こそ不屈の精神をもって行動し
よう-　2014年6月号

小田久人 木材新時代を思う p.2

2014年8月 林業みやざき　No.534　7・8月号 岩崎新二 林地残材の乾燥試験結果 p.12-13

2014年9月 木材工業　Vol.69　No.9　9月号 松村ゆかり、田中　洋
スギ4層合わせ材の開発（その1）　厚板の製材木取り
と歩止り

p.390-
393

2014年10月 木材工業　Vol.69　No.10　10月号
井道裕史、松村ゆかり、田中
洋、貞広圭一郎

スギ4層合わせ材の開発（その2）　合わせ材の製造と
曲げ性能

p.436-
439

2014年10月 林業みやざき　No.535　9・10月号 兒玉了一 スギ心去り構造材の乾燥性について p.12-13

2014年10月 木科学情報　Vol.21　№3 下温湯盛久 公共建築の木造化支援 p.46-48

2014年10月
School Amenity Vol.29 No.11　11月
号

下温湯盛久 New Face21　綾町立綾中学校（宮崎県） p.36-43

2014年11月 農業と生活　Vol.49　№4　11・12月号 須原弘登
試験研究最前線　未利用木質資源・半炭化によるエ
ネルギー利用

p.50-51

2014年11月 会誌　第48号 宮崎県木材利用技術センター p.49-50

2014年12月 住宅読本2
新たな構法を含めた木材利用方法を追求　宮崎県木
材利用技術センター

p.30-31

2014年12月 林業みやざき　No.536　11・12月号 田中　洋 宮崎県産スギのツーバイフォー住宅への利用 p.12-13

2014年 宮崎植物研究会会誌　№13 黒木秀一、河野耕三、須原弘登 綾の照葉樹林にタカクマソウを確認 p.22-23

2015年1月 Mycosciens 56
Konomi Yanaga,Kozue
Sotome,Hiroto Suhara,Nitaro
Maekawa

A new species of Lepidostroma
(Agaricomycetes,Lepidostromataceae) from Japan

p.1-9

2015年1月 林業みやざき　No.537　1・2・3月号 堂籠　究 林産業における消費エネルギー p.12-13

2015年1月 森林と林業　2015年　1月号 飯村　豊 研究情報　宮崎産スギ製品の輸出ブランド化 p.12-13

2015年2月 農業と生活 Vol.49 No.6  3･4月号 木材利用技術センター スギ製の大型家具等の開発 p.14-15

2015年2月
林業改良普及双書　No.179　スギ大
径材利用の課題と新たな技術開発

小田久人
スギ大径材から製材した心去り構造材の乾燥技術研
究　-曲がり等材質と乾燥条件

p.127-
145
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２－９　研　究　発　表（誌　上） （ つ づ き ）

発行年月 書籍名 氏　　名 題　　名 掲載項

2015年3月
Journal of TIMBER ENGINEERING
124 vol.28 №2

飯村　豊
これまでのオリンピック木造施設について　-2020年
東京オリンピック木造施設建設推進の資料として-

p.51-54

2015年3月
公立林業試験研究所機関研究成果選
集　№12

下温湯盛久
宮崎モデルによる大規模建築物の木造化に関する研
究

p.73-74

2015年3月 構造工学論文集Vol.61B 中谷誠、森拓郎、鈴木圭
CLTからのラグスクリューボルトの引き抜き性能　縁
端距離、埋め込み深さと繊維方向の影響

p.223-
228

荒武志朗、平郡雄二、兒玉了一 乾燥・強度性能 p.4-54

森田秀樹、兒玉了一 大型家具の開発 p.55-78

齊藤　豊、下温湯盛久 木・鉄混構造推進 p.99-122

注１ 　学会等要旨集は除く
注２  共同研究者の所属は省略しています。

2015年3月

平成26年度ＣＬＴ等新たな製品・技術
の開発促進事業のうち住宅等におけ
る製品・技術の開発・普及の一層の促
進（住宅等における新たな製品・技術
の開発）「スギ心去り構造材（柱・平
角）の需要開発」実施報告書
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３ 指導業務 
 
 県内外の木材加工業、住宅関連企業、建築設計事務所等を対象に、各研究部が行った技術相談、指導
及び依頼試験の実績は次のとおりである。 

 

３－１ 技術相談及び指導件数 
（１）件数 

 

（２）依頼者内訳数 

 
（森林組合等団体は企業に、大学等教育機関は行政機関に含む） 
 ※8,749件中、企業（団体を含む）からの相談は約 71％ 
 
(３) 主な試験及び相談・指導内容 

平

成

26

年

度 

  内    容 

材料開発部 
・スギの香り成分について ・集成材の接着について ・スギ生材含水率の季節

変動について ・心持ち材の表面割れについて 等 

木材加工部 

・幅広スギ板材の集成材ラミナへの加工について ・スギの干割れと強度の関係

について ・I型ビームのクリープ試験方法について ・大径材の土木資材とし

ての利用開発について 等 

構法開発部 
・接合部試験体の加工方法について ・大規模木造の動向について ・大径材の

利用について ・CLT等の現状について 等 

木構造相談室 
・CLTの利用等について ・北郷小中学校建設について ・小林市新庁舎につ

いて ・日向中学校設計協議について 等 

年 度 H13～19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 累 計 

材料開発部 476 27 37 52 91 75 78 51 887  

木材加工部 1,150 120 88 105 126 53 122 180 1,944  

構法開発部 2,064 276 387 390 125 186 138 92 3,658  

企画管理課 194 34 40 42 394 425 327 240 1,696  

木構造相談室       332 232 564 

計 3,884 457 552 589 736 739 997 795 8,749  

  企業・団体 行政機関 その他個人等 計 

材料開発部 37 7 7 51 

木材加工部 157 16 7 180 

構法開発部 46 44 2 92 

企画管理課 137 97 6 240 

木構造相談室 67 157 8 232 

H26年計 444 321 30 795 

H25年計 643 302 52 997 

H24年計 518 176 45 739  

H23年計 554 153 29 736  

H22年計 448 115 26 589  

H21年計 442 88 22 552  

13～26年計 6,206 2,198 345 8,749 
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３－２ 依頼試験 
 

（１）依頼試験実績                              （単位：件・円） 

年 度 H13～19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 計 

県 内 507 61 42 78 71 56 112 124 1,051 

県 外 200 54 10 74  32 18 50 438 

計 707 115 52 152 71 88 130 174 1,489 

金 額 7,473,300 618,225 636,930 1,732,295 772,245 918,730 2,088,055 2,536,975 16,776,755 

 
※依頼試験 1,489 件中  県内 70% 県外 30% 

 

 

（２）試験内容内訳件数                                （単位：件） 

試験内容／年度 13～19 20 21 22 23 24 25 26 計 

短 柱 圧 縮 試 験 17  2 8 5 1 7 4 44 

床 せ ん 断 試 験 27        27 

壁 せ ん 断 試 験 65 3  13  15 30 15 141 

実 大 振 動 試 験 31  7 14   2 10 64 

曲 げ 試 験 104 7 8 18 20 6 32 70 265 

引 張 試 験 19  1 8 2 1 10 2 43 

長 柱 圧 縮 試 験 6        6 

熱伝導率測定試験 23        23 

小試験体強度試験 154 23 21 40 21 15 20 14 308 

耐 候 性 試 験 42 1 2 8 2 12 2  69 

接 着 試 験 36 5 1    2  44 

含 水 率 試 験 65 14 1 19 5 5  3 112 

乾燥試験（蒸気式） 1  4 1     6 

収 縮 膨 張 試 験 5 49 5 2 4 22   87 

家 具 耐 久 性 試 験 12 7       19 

材質試験（低倍率） 3        3 

材質試験(グレーディング)  1        1 

材質試験（組織観察） 10        10 

吸 音 率 測 定 試 験 15 4       19 

化学試験(可視紫外線試験)  9        9 

動的ヤング係数測定試験 37   16 3 1 4 39 100 

摩 耗 試 験 2        2 

そ の 他 の 試 験 2   3 6 10 21 17 59 

成 績 書 の 複 本 21 2  2 3    28 

合 計 707 115 52 152 71 88 130 174 1,489 

（注) 曲げ試験には、小試験体強度試験を含む。 
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３－３   研究会等への参加  
 
 

（１）森林・木材関係研究機関による合同研究成果報告会 

 

主 催 者 宮崎県、九州森林管理局、宮崎大学 

開 催 日 平成 26年 12月 10日(水) 

場  所  宮崎県企業局県電ホール(宮崎市旭 1丁目 2番 2号) 

参 加 者 約 100人 

発表内容  ア 林地残材の丸太乾燥方法          材料開発部 岩崎 新二 

イ 大径材から得られた心去り構造材の乾燥性  木材加工部 兒玉 了一 

 

（２）「都市の森林」フォーラム 

 

主 催 者 宮崎県、川崎市 

開 催 日 平成 27年 2月 7日(土) 

場   所  川崎市（かながわサイエンスパーク内「ホテル KSP」） 

参 加 者 約１００人 

発表内容  
宮崎スギの大型建築物への利用可能性－グリーン・イノベーション－ 

                            所長 飯村 豊 

 

（３）スギ大径材活用促進セミナー 

 

主 催 者 宮崎県木材協同組合連合会 

開 催 日 平成 27年 2月 16日(月) 

場   所  東京都（公益財団法人 都道府県会館） 

参 加 者 約５０人 

発表内容  

ア 心去り構造材（柱・平角）の必要性と可能性について  

－オープンイノベーション－           所長 飯村 豊 

 イ 心去り構造材の乾燥スケジュールについて  副所長（技術） 小田久人 

 ウ 心去り構造材の強度性能について       木材加工部長 荒武志朗 

 エ これからの取組み方針について        企画管理課長 竹下忠利 
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３－４ 講 師 派 遣 
 

派遣職員 期 日 会議等の名称 内   容 依 頼 者 

飯村 豊 2014.6.20 林野庁内勉強会 スギ大径材の供給と利用 
林野庁林政部木

材産業課 

飯村 豊 2015.2.7 
「都市の森林」フォーラ

ム 

宮崎スギの大型建築物への

利用可能性－グリーン・イノ

ベーション－ 

宮崎県・川崎市 

飯村 豊 2015.2.16 
スギ大径材活用促進セ

ミナー 

心去り構造材（柱・平角）の

必要性と可能性について－

オープンイノベーション－ 

宮崎県木連 

小田久人 2014.7.19 宮崎家づくりセミナー 木材の性質と使い方 宮崎県木連 

小田久人 2014.9.30 木材乾燥講習会 木材の品質管理 
日本木材加工技

術協会九州支部 

小田久人 2015.2.16 
スギ大径材活用促進セ

ミナー 

心去り構造材の乾燥性につ

いて 
宮崎県木連 

荒武志朗 
2014.6.27-

28 
ナイス耐震博覧会 

オビスギの特性(大径材の強

度性能など) 
ナイス株式会社 

荒武志朗 2014.7.19 
宮崎県技術研鑽セミナ

ー 

スギの構造材としての性能

と利用の方向について 

みやざき技術士

の会 

荒武志朗 2014.10.17 
工事検査課技術研修会

講演 

公共建築物等における県産

材利用の促進について 
工事検査課 

荒武志朗 2014.10.24 ナイス視察者講演 
オビスギの特性(大径材の強

度性能など) 
ナイス株式会社 

荒武志朗 2014.10.27  
第２回ＣＬＴ意見交換

会講演 
オーストリアの CLT センター 

荒武志朗 2014.11.5 ナイス視察者講演 
オビスギの特性(大径材の強

度性能など) 
ナイス株式会社 

荒武志朗 2014.11.11 
ゼロコーポレーション

新人研修 
みやざきスギの特性 

ゼロコーポショ

ン 

荒武志朗 2015.2.16 
林野支援事業合同報告

会 

スギ心去り構造材の強度性

能について 
宮崎県木連 

須原弘登 
2014.6.27-

28 
ナイス耐震博覧会 

オビスギの特性(赤みのもつ

魅力について) 
ナイス株式会社 

須原弘登 2014.10.24 ナイス視察者講演 
オビスギの特性(赤みのもつ

魅力について) 
ナイス株式会社 
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３－４ 講 師 派 遣（つづき） 
 

派遣職員 期 日 会議等の名称 内   容 依 頼 者 

須原弘登 2014.11.5 ナイス視察者講演 
オビスギの特性(赤みのもつ

魅力について) 
ナイス株式会社 

須原弘登 2015.2.27 第 43回シイタケ談話会 

照葉樹林の木材腐朽菌と綾

ユネスコパークのきのこ調

査 

シイタケ談話会 

田中 洋 2014.5.29 
林業普及指導員資格取

得に向けた研修 

木材の性質、木材加工、林産

化学、木材利用 
森林経営課 

田中 洋 2014.8.20 
林業普及指導員課題研

修（林産、林業機械） 

ＣＬＴ等の木材製品に関す

る現状 
森林経営課 

田中 洋 2014.12.15 
中部地区木材需要拡大

協議会 
大規模建築物への木材利用 中部農林振興局 

田中 洋 2015.1.15 JAS資格者養成研修会 
建築材料としての木材の性

質 
宮崎県木連 
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３－５　取　材

氏　　名 題　　　名 取　材　名 掲載頁 発行年月

小田　久人 木材の豆知識-木材はどうして燃えるの？-
エフエム宮崎　ラジオ番組
「COOL WOOD JAPAN
Project from MIYAZAKI」

- 2014年5月9日

認定取得し積極営業　もくみ（日之影町）の2×4用構造材　大手メー
カーなど採用

宮崎日日新聞 p.9 2014年5月29日

飯村　豊 27日に第28回研究会　持続性木質工技研 日刊木材新聞 p.2 2014年6月5日

飯村　豊 木質材料利用促進をテーマに6講演　持続性木質工技研 日刊木材新聞 p.2 2014年7月3日

募ってます　木育教室参加者 宮崎日日新聞 p.22 2014年8月3日

小学生　木材学び工作　都城で教室 毎日新聞 p.24 2014年8月12日

うちわや箸作り楽しい　県産材で児童ら木育教室　都城 宮崎日日新聞 p.24 2014年8月12日

今日の断面　杉芯去りKD平角の研究進む　人工林の大径木化に対
応

日刊木材新聞 p.6 2014年8月13日

宮崎スギ公共施設に　川崎市が積極利用へ連携 神奈川新聞 p.1 2014年10月16日

新モデルへの始動　木材利用で川崎・宮崎　上
ノウハウ　低コスト工期短く

神奈川新聞 p.23 2014年10月16日

新モデルへの始動　木材利用で川崎・宮崎　下
大都市　普及目指し手探り

神奈川新聞 p.19 2014年10月17日

公共施設木造化の川崎市　本県産材利用へ連携　県、建設ノウハウ
提供　来月協定

宮崎日日新聞 p.1 2014年10月26日

県産木材利用　川崎市と県協定　7日県庁で締結式 宮崎日日新聞 p.1 2014年10月28日

木材利用で県と川崎市が協定
MRT宮崎放送　テレビ番組
「MRTニュースNEXT」

- 2014年11月7日

国産材の活用　宮崎県と連携　市、学校などで 朝日新聞（神奈川県） p.29 2014年11月8日

宮崎産材、技術活用へ　県と川崎市「木材協定」　市長が締結式で宣
言

宮崎日日新聞 p.25 2014年11月8日

木造ビル実現へ耐性試験　強度持つ木材パネル実用化へ　県木材
技術センターなど

読売新聞 p.35 2014年11月27日

飯村　豊 日曜論説　喜怒哀楽そして愛　木材需要　「千石船」の夢よ再び 宮崎日日新聞 p.3 2015年1月4日

飯村　豊
小林市新庁舎木造3階　議場棟県内公共建築物で初　林業活性化シ
ンボルに

宮崎日日新聞 p.1 2015年1月12日

小林産木材使い新庁舎　市有林のスギとヒノキ　3階建ての市議会棟
総事業費29億円

読売新聞 p.33 2015年1月15日

豊富な木材PR　県、連携協定後初の催し　川崎市で来月 宮崎日日新聞 p.26 2015年1月20日
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氏　　名 題　　　名 取　材　名 掲載頁 発行年月

本県と川崎市　木造化検討委　認定企業が技術支援　市施設発注へ
連携

宮崎日日新聞 p.1 2015年2月8日

「豊富な県産材魅力」　地元業者ら高い関心　川崎市・森林フォー
ラム

宮崎日日新聞 p.30 2015年2月8日

荒武　志朗 エコニコ宮崎　可能性を見いだし魅力を伝える研究者 宮崎日日新聞 ｐ.14 2015年2月15日

宮崎県と川崎市で協定締結　川崎で国産材利用のまちづくり　ガイド
ラインつくり民間建築にも

日刊木材新聞 p.2 2015年2月18日

飯村　豊 弱みを強みにかえる　-木製ガードレールで林業を再生- 夢の扉＋　NTT出版 p.46-53 2015年3月2日

九州産材　販路拡大へ　鉄筋埋め込み強度アップ　活用法都市部に
アピール

読売新聞 p.35 2015年3月4日

小田　久人 スギ大径材用の課題と新たな技術開発　　全国林業改良普及協会 日刊木材新聞 ｐ.5 2015年3月13日

３－５　取　材（つ　づ　き）
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３－６ 研 修 生 

 

研修内容 期  日 人数 研修者所属 担当部 

｢木材の主成分の分析｣など 7/22～8/4 1 
都城工業高等専門学校 

物質工学専攻第1学年 
材料開発部 

｢木材の熱量の測定｣など 8/18～8/29 1 
都城工業高等専門学校 

物質工学専攻第1学年 
材料開発部 

｢木材の熱量の測定｣など 8/25～8/29 1 
都城工業高等専門学校

物質工学科４年 
材料開発部 

｢木材の熱量の測定｣など 
12/1～1/30の

間の5日間 

 

1  

 

都城工業高等専門学校

機械工学科５年 
材料開発部 

都城西高等学校フロンティア科

校外探求講座（木材の特性ほか）

木材の性質と木構造の基本 

10/14,10/21, 

11/4,11/11 

6  

（教員1名を

含む） 

宮崎県立都城西高等学

校フロンティア科2年

生 

材料開発部 

木材加工部 

構法開発部 
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４ その他 
 

４－１   学位取得者 
 

称 号 取得大学 論 文 題 目 氏 名 取得年月日 

農学博士 東京大学 スギ構造材の材質推定と長期耐力評価に関する研究 荒武 志朗 平成 9年 

3月 3日 

農学博士 東京大学 集成材構造の技術的展開に関する研究 飯村 豊 平成14年 

10月 7日 

農学博士 九州大学 Identification and specific detection of 

basidiomycetes by molecular biological methods 

須原 弘登 平成15年 

6月30日 

農学博士 九州大学 高温低湿乾燥法におけるスギ心持ち柱材の乾燥性に関

する研究 

小田 久人 平成18年 

3月27日 

農学博士 京都大学 ラグスクリューボルトの耐力発現機構の解明と木質ラ

ーメン構造への応用に関する研究 

中谷 誠 平成18年 

5月23日 

農学博士 九州大学 構造用集成材を指向した低曲げヤング係数スギ材の強

度性能評価と歩留り向上に関する研究 

森田 秀樹 平成20年 

3月25日 

農学博士 九州大学 スギ厚板の構造的利用、とくに合わせ梁と集成材への

応用に関する研究 

田中 洋 平成21年 

3月24日 
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４－２   表彰者 
 

受賞年月 賞の名称 受賞者名 授与機関名 受賞内容 

H14.7.1 宮崎県知事表彰 木材利用技術センター 宮崎県 

木材利用技術センターの
設立功績及び技術指導実
績 

H15.7.1 宮崎県知事表彰 飯村 豊 宮崎県 

ふるさと林道小山重線に
おける世界最大級の木造
車道橋建設実績 

H16.2.5 
全国林業試験研究機
関協議会研究功労賞 

荒武 志朗 
全国林業試験 

研究機関協議会 

スギの材質推定と長期耐
力評価に関する研究 

H16.2.21 日本木材学会技術賞 飯村 豊 日本木材学会 
大規模木造構造への低比
重スギ材の利用技術 

H16.2.21 
日本木材学会地域学
術振興賞 

荒武 志朗 日本木材学会 

スギの材質推定と長期耐
力評価に関する宮崎県地
域における学術発展と研
究成果の普及 

H16.7.1 宮崎県知事表彰 木材利用技術センター 宮崎県 
県産スギ集成材を使用し
た木の花ドームの建設 

H18.10.8 
日本木材学会九州支
部黎明研究者 

森田 秀樹 
日本木材学会 

九州支部 

丸太選別及び木取りによ
る構造用集成材スギラミ
ナの歩留り向上（第 2報） 

H20.2.7 
全国林業試験研究機
関協議会研究功労賞 

小田 久人 
全国林業試験 

研究機関協議会 

九州産スギ材の材質と心
持ち柱材の乾燥性に関す
る研究 

H20.7.4 宮崎県知事表彰 小田 久人 宮崎県 

高温乾燥法によるスギ心
持ち柱材の乾燥性に関す
る研究による博士学位取
得等 

H21.12.3 
木質材料・木質構造
技術研究基金賞 

飯村 豊 

木質材料・木質
構造技術研究基
金 

宮崎県産スギ材の建築・
土木分野への展開 

H23.2.5 
土木学会デザイン賞 

2010最優秀賞 
木材利用技術センター 土木学会 

堀川運河の「夢見橋」構
造検討・設計協力並びに
ボードデッキ設計協力 

H23.7.1 宮崎県知事表彰 木材利用技術センター 宮崎県 
スギとヒノキを用いた構
造用異樹種集成材の開発 

H24.3.15 
日本木材学会地域学
術振興賞 

飯村 豊 日本木材学会 

宮崎県産スギの特性を活
かし、建築土木で活用す
るための研究開発 
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４－３ 客員研究員 
 
研究体制の充実強化及び研究員の資質の向上を図るため、第一線で活躍している研究者を招へい

する客員研究員制度を実施している。併せて、客員研究員による県内企業への技術指導を実施して

いる。 

氏 名 所 属・役 職 専攻分野 期 間 研 究 実 施 内 容 

大内 毅 
福岡教育大教育

学部准教授 

木材加工、 

木材強度 

26.12.22～ 

23 

経年劣化したスギパレットの強度試験及び

評価方法に関する指導 

森 拓郎 
京都大学生存圏

研究所助教 

木質構造、

木質劣化 

27.2.26～ 

    27 

宮崎県産スギ CLTを用いた建物の開発に関

する指導等 
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４－４   見学者 
 

（１）見学者累計 

（単位：件・人） 

年 度 H13～19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 累 計 

件 数 957 117 121 115 96 105 135 145 1,791 

人 数 14,740 1,614 1,445 1,304 928 1,042 1,199 1,412 23,684 

 

（２）見学者内訳（平成26年度） 

                             （単位：人） 

見 学 日 見学者・団体名（25人以上） 見学者数 

26.5.16 祝吉小学校（5年生） 148 

26.6.13 株式会社玉井木材センター 38 

26.7.29 東小学校（5年生、保護者） 43 

26.8.22 都城市放課後子ども教室上小スマイルふれんど 53 

26.9.2 フォレストワーカー3年次研修生 35 

26.9.24 南九州大学環境園芸学部 40 

26.10.2 都城工業高等学校建設システム科 43 

26.10.16 高城高等学校（1年生） 112 

26.10.17 大王小学校（3年生） 85 

 26.10.24 ナイス株式会社      25  

 26.10.29 都城工業高等学校      43  

26.11.11 株式会社ゼロ・コーポレーション 26 

26.11.12 広島県水源林造林協議会 26 

26.11.20 妻ヶ丘地区高齢者クラブ 46 

26.11.27 宮崎県高等学校公民部会 28 

27.2.26 きりしま支援学校 38 

  25人以上計 829 

  25人未満計 583 

  合 計 1,412 
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0

0
2
7
,4

0
1

件
数

0
0

0
0

2
2

2
2

2
2

3
4

2
0

延
べ

9

そ
の

他
の

補
助

金
一

覧
表

事
業

名
研

究
課

題
Ｈ

１
３

Ｈ
１

４
Ｈ

１
５

Ｈ
１

６
Ｈ

１
７

Ｈ
１

８
Ｈ

１
９

Ｈ
２

０
Ｈ

２
１

Ｈ
２

２
Ｈ

２
３

Ｈ
２

４
Ｈ

２
５

Ｈ
２

６
計

林
野

庁
補

助
事

業
　

　
非

住
宅

建
築

分
野

へ
の

地
域

材
利

用
推

進
事

業
大

規
模

木
造

非
住

宅
横

架
材

ス
パ

ン
事

例
集

、
汎

用
金

物
の

開
発

Ｈ
２

３
1
4
,1

7
5

1
4
,1

7
5

試
験

研
究

機
関

連
携

推
進

事
業

木
材

乾
燥

及
び

炭
生

産
時

に
発

生
す

る
油

脂
・
タ

ー
ル

類
の

効
果

的
活

用
に

関
す

る
研

究
Ｈ

２
６

～
H

２
８

4
,0

0
0

4
,0

0
0

計
1
4
,1

7
5

4
,0

0
0

1
8
,1

7
5

件
数

1
1

延
べ

2

外
部

資
金

導
入

合
計

単
位

（
千

円
・
件

）

Ｈ
１

３
Ｈ

１
４

Ｈ
１

５
Ｈ

１
６

Ｈ
１

７
Ｈ

１
８

Ｈ
１

９
Ｈ

２
０

Ｈ
２

１
Ｈ

２
２

Ｈ
２

３
H

２
４

Ｈ
２

５
Ｈ

２
６

計

金
額

　
計

4
,0

0
0

2
,2

0
0

7
,0

7
0

1
1
,4

9
1

1
2
,3

2
4

1
0
,6

7
4

3
5
,4

3
4

3
1
,1

0
5

3
0
,7

1
4

3
6
,2

5
4

4
5
,7

6
5

3
8
,4

9
0

3
,3

8
0

4
,0

0
0

2
7
2
,9

0
1

件
数

　
計

1
1

3
5

6
7

8
6

3
3

5
5

2
1

延
べ

2
2

実
施

期
間

実
施

期
間

単
位

（
千

円
・
件

）

単
位

（
千

円
・
件

）

単
位

（
千

円
・
件

）

実
施

期
間
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予
算

受
け

入
れ

を
伴

わ
な

い
共

同
研

究
事

業
等

共
同

研
究

者
研

究
課

題
Ｈ

１
３

Ｈ
１

４
Ｈ

１
５

Ｈ
１

６
Ｈ

１
７

Ｈ
１

８
Ｈ

１
９

Ｈ
２

０
Ｈ

２
１

Ｈ
２

２
Ｈ

２
３

Ｈ
２

４
Ｈ

２
５

Ｈ
２

６
計

(株
)コ

シ
イ

プ
レ

ザ
ー

ビ
ン

グ
加

圧
用

寸
法

安
定

剤
を

用
い

た
収

縮
抑

制
効

果
及

び
割

れ
防

止
効

果
の

検
討

に
関

す
る

研
究

Ｈ
１

７
～

H
１

８
○

○

新
日

本
製

鐵
㈱

、
㈱

大
建

設
計

大
型

木
造

ド
ー

ム
に

お
け

る
金

属
製

シ
ャ

フ
ト

を
利

用
し

た
木

材
用

接
手

及
び

こ
れ

を
用

い
た

木
材

の
接

合
方

法
に

関
す

る
研

究
Ｈ

１
７

～
Ｈ

１
８

○
○

㈱
ザ

イ
エ

ン
ス

保
存

処
理

し
た

木
柵

の
野

外
暴

露
に

伴
う

耐
朽

性
に

関
す

る
研

究
Ｈ

１
７

～
Ｈ

２
２

○
○

○
○

○
○

韓
国

ソ
ウ

ル
大

学
校

農
業

生
命

科
学

大
学

新
し

い
軸

組
木

造
の

研
究

Ｈ
１

８
～

Ｈ
２

1
○

○
○

○

(株
)コ

シ
イ

プ
レ

ザ
ー

ビ
ン

グ
加

圧
用

割
れ

抑
制

剤
を

用
い

た
エ

ク
ス

テ
リ

ア
部

材
の

割
れ

抑
制

効
果

の
検

討
及

び
塗

料
耐

用
年

数
の

検
討

に
関

す
る

研
究

Ｈ
１

８
～

Ｈ
２

２
○

○
○

○
○

宮
崎

木
材

保
存

工
業

(協
）
、

岩
崎

産
業

㈱
保

存
処

理
し

た
木

柵
等

の
野

外
暴

露
に

伴
う

耐
久

性
に

関
す

る
研

究
Ｈ

１
８

～
Ｈ

２
２

○
○

○
○

○

外
山

木
材

(株
)、

百
井

鋼
機

(株
)、

(有
)岐

阜
木

材
乾

燥
過

熱
蒸

気
式

乾
燥

に
よ

る
ス

ギ
構

造
材

な
ど

の
乾

燥
特

性
に

関
す

る
共

同
研

究
Ｈ

１
９

～
Ｈ

２
０

○
○

㈱
ミ

ロ
モ

ッ
ク

ル
モ

ッ
ク

ル
処

理
を

利
用

し
た

宮
崎

県
産

材
利

用
促

進
に

つ
い

て
の

研
究

及
び

高
温

高
圧

乾
燥

技
術

を
利

用
し

た
木

材
利

用
促

進
に

つ
い

て
の

研
究

Ｈ
１

９
～

Ｈ
２

６
○

○
○

○
○

○
○

○

宮
崎

県
森

林
組

合
連

合
会

輸
出

ビ
ジ

ネ
ス

モ
デ

ル
事

業
（
海

外
向

け
仕

様
書

の
研

究
調

査
）
に

関
す

る
共

同
研

究
Ｈ

２
０

○

大
淀

開
発

（
株

）
中

小
規

模
ス

ギ
木

造
施

設
の

開
発

・
実

用
化

Ｈ
２

１
○

大
淀

開
発

（
株

）
宮

崎
県

地
域

型
住

宅
、

ス
ギ

を
中

心
と

す
る

国
産

材
輸

出
仕

様
の

開
発

Ｈ
２

１
○

宮
崎

県
森

林
組

合
連

合
会

中
小

規
模

非
住

宅
木

造
施

設
の

開
発

、
ス

ギ
を

中
心

と
す

る
国

産
材

輸
出

仕
様

の
開

発
Ｈ

２
１

○

和
信

化
学

工
業

（
株

）
木

材
保

護
着

色
塗

料
の

屋
外

耐
候

性
レ

ベ
ル

ア
ッ

プ
の

研
究

Ｈ
２

１
～

Ｈ
２

４
○

○
○

○

久
保

産
業

（
株

）
非

木
造

向
け

木
質

内
装

材
の

開
発

・
実

用
化

Ｈ
２

２
○

久
保

産
業

（
株

）
輸

出
ニ

ー
ズ

に
適

応
し

た
建

築
物

向
け

国
産

材
イ

ン
フ

ィ
ル

部
材

の
技

術
開

発
Ｈ

２
２

～
Ｈ

２
４

○
○

○

（
株

）
大

三
商

行
サ

ン
テ

ッ
ク

事
業

部
輸

出
ニ

ー
ズ

に
適

応
し

た
建

築
物

向
け

国
産

材
イ

ン
フ

ィ
ル

部
材

の
技

術
開

発
Ｈ

２
２

～
Ｈ

２
４

○
○

○

新
栄

合
板

工
業

（
株

）
輸

出
ニ

ー
ズ

に
適

応
し

た
建

築
物

向
け

国
産

材
イ

ン
フ

ィ
ル

部
材

の
技

術
開

発
Ｈ

２
２

～
Ｈ

２
４

○
○

○

ア
ジ

ア
型

ス
ギ

軸
組

木
造

研
究

会
生

育
の

早
い

人
工

林
ス

ギ
を

利
用

し
た

東
ア

ジ
ア

型
軸

組
木

造
仕

様
の

研
究

・
開

発
Ｈ

２
２

～
Ｈ

２
４

○
○

○

N
P
O

法
人

　
緑

の
列

島
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
伝

統
的

構
法

の
設

計
法

作
製

及
び

性
能

検
証

実
験

Ｈ
２

２
～

Ｈ
２

４
○

○
○

（
株

）
タ

ツ
ミ

軽
軟

材
ス

ギ
用

の
接

合
具

及
び

接
合

金
物

の
開

発
Ｈ

２
２

～
Ｈ

２
４

○
○

○

サ
ウ

ス
ウ

ッ
ド

宮
崎

協
同

組
合

ビ
ニ

ル
ハ

ウ
ス

を
用

い
た

木
材

乾
燥

促
進

試
験

Ｈ
２

３
○

東
日

本
パ

ワ
ー

フ
ァ

ス
ニ

ン
グ

(株
)

軽
軟

材
ス

ギ
用

の
接

合
具

及
び

接
合

金
物

の
開

発
Ｈ

２
３

～
Ｈ

２
４

○
○

江
間

忠
ホ

ー
ル

デ
ィ

ン
グ

ス
ス

ギ
精

油
の

健
康

増
進

効
果

を
切

り
口

と
し

た
新

規
機

能
性

の
探

索
Ｈ

２
３

～
Ｈ

２
４

○
○

(株
)コ

シ
イ

プ
レ

ザ
ー

ビ
ン

グ
寸

法
収

縮
抑

制
剤

を
用

い
た

A
Q

商
品

開
発

Ｈ
２

３
～

Ｈ
２

５
○

○
○

京
都

大
学

生
存

圏
研

究
所

C
L
T
（
C

ro
s
s
　

la
m

in
a
te

d
 t

im
b
e
r）

を
用

い
た

中
・
大

規
模

木
造

建
築

物
の

開
発

Ｈ
２

３
～

Ｈ
２

６
○

（
1
5
5
）

○
（
1
9
0
）

○
（
1
6
8
）

○
（
2
0
0
）

京
都

大
学

生
存

圏
研

究
所

大
型

木
造

の
接

合
部

に
お

け
る

生
物

劣
化

を
評

価
す

る
た

め
の

基
礎

的
研

究
Ｈ

２
３

～
Ｈ

２
７

○
(1

7
0
)

○
（
2
5
0
）

○
（
1
8
0
）

○
（
2
2
0
）

ナ
イ

ス
（
株

）
構

造
用

集
成

材
の

高
い

性
能

と
製

材
む

く
材

の
美

し
さ

を
併

せ
も

つ
ス

ギ
３

層
合

わ
せ

材
の

開
発

、
そ

れ
を

用
い

た
軸

組
構

法
モ

デ
ル

住
宅

展
示

等
に

よ
る

開
発

成
果

の
普

及
活

動
Ｈ

２
４

～
Ｈ

２
５

○
○

桑
山

建
築

研
究

所
、

大
淀

開
発

（
株

）
輸

出
ニ

ー
ズ

に
適

応
し

た
建

築
物

向
け

国
産

材
イ

ン
フ

ィ
ル

部
材

の
技

術
開

発
（
ス

ギ
間

仕
切

り
壁

パ
ネ

ル
の

国
内

実
証

試
験

）
Ｈ

２
４

○

（
株

）
タ

ツ
ミ

、
東

日
本

パ
ワ

ー
フ

ァ
ス

ニ
ン

グ
（
株

）
軽

軟
材

ス
ギ

用
の

接
合

具
及

び
接

合
金

物
の

実
用

化
Ｈ

２
４

～
Ｈ

２
６

○
○

○

日
本

エ
ン

バ
イ

ロ
ケ

ミ
カ

ル
ズ

（
株

）
地

域
別

暴
露

に
よ

る
木

材
保

護
塗

料
の

耐
候

性
評

価
Ｈ

２
４

～
Ｈ

２
６

○
○

○

木
構

造
振

興
(株

)、
国

立
大

学
法

人
京

都
大

学
Ｃ

Ｌ
Ｔ
に

お
け

る
ラ

グ
ス

ク
リ

ュ
ー

ボ
ル

ト
の

接
合

性
能

の
解

明
と

設
計

条
件

の
検

討
Ｈ

２
５

○

ナ
イ

ス
(株

)
ス

ギ
大

径
材

か
ら

の
合

わ
せ

材
製

造
技

術
、

及
び

合
わ

せ
材

を
在

来
軸

組
構

法
へ

利
用

す
る

技
術

を
産

業
と

し
て

成
り

立
た

せ
る

た
め

の
研

究
Ｈ

２
５

○

京
都

大
学

生
存

圏
研

究
所

間
伐

材
等

林
地

残
材

の
シ

ロ
ア

リ
に

よ
る

劣
化

促
進

Ｈ
２

５
～

Ｈ
２

７
○

（
1
8
0
）

○
（
1
5
0
）

銘
建

工
業

（
株

）
C

L
T
製

品
の

品
質

向
上

試
験

及
び

C
L
T
パ

ネ
ル

の
接

合
部

試
験

Ｈ
２

６
○

件
数

　
計

0
0

0
0

3
6

6
7

9
1
2

1
4

1
7

1
0

7
延

べ
3
4

受
託

・
共

同
研

究
件

数
　

合
計

Ｈ
１

３
Ｈ

１
４

Ｈ
１

５
Ｈ

１
６

Ｈ
１

７
Ｈ

１
８

Ｈ
１

９
Ｈ

２
０

Ｈ
２

１
Ｈ

２
２

Ｈ
２

３
Ｈ

２
４

Ｈ
２

５
H

２
６

計

件
数

　
合

計
1

1
3

5
9

1
3

1
4

1
3

1
2

1
5

1
9

2
2

1
2

8
延

べ
5
6

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
※

（
　

　
）
は

研
究

費
、

単
位

（
千

円
）

江
間

忠
研

究
助

成

金
（
7
5
0
）

共
同

利
用

研
究

費
（
7
1
3
）

共
同

利
用

研
究

費
（
8
2
0
）

共
同

利
用

研
究

費
（
3
3
0
）

備
考

実
施

期
間

（
7
5
0
）
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